












中国 農業 が家 族 農業 経 営 に 回帰 して,20年余
がす ぎた。 と同時 に,中 国社 会主義農業 の象徴 と
もい うべ き存在 であ った人民 公社が解体 されて,
す で に15年以 上の歳 月が流 れ た こ とにな る。 人
民公社 を頂点 とした農業集 団化 時代 はS土 地 をは
じめ とす る生 産手段 は集 団で所有 され,農 業は集
団で経営 されてい た。 しか し,集 団所 有 と集 団経
営 を特徴 と した 「中国社 会主義」農 業 は,重 工 業
に過度 に傾斜 した経済体 制の もとで,生 産性 を向
上 させ る誘因 を構造 的 に欠 いてお り,つ いには農
業生 産の停滞 を克服す るこ とが で きなか った。 中
国共産 党や国務 院は,地 方政府 レベ ルで試み られ
た 「単 幹」(個人経営)や 「包 産到 戸」 儂 業生 産
責任制)の 実施 を追 認す る こ とに よって,農 業 生
産 の回復 と増産 をはか る以外 に方法 はなかったの
である*1。当初 は政 策の揺 り戻 しを懸 念 していた
農民 も,請 負期 間が3～5年 か ら15年に延 長 され
(1984年)*2,再度30年 に延 長 され た こ とに よっ
て(1993年)*3,「包幹 到 戸」(農家経営 請負 制)を
軸 と した現 行農政 にたいす る不安 をか な りの程度
払拭 した ように思 われる*4。
さ らに,近 年 で は,「土 地使 用権 」 とい う権 利
が新 たに設定 され農村社 会 に移植 され は じめた こ
とに よって,農 家経営 請負制 の存続 に揺 る ぎない
根拠が与 え られ る ことに なった。 この 「十地使 用
権」 の設定 に よって,農 政 当局では,土 地 の集団
所有 の枠 組み を維持 した まま,土 地利用 の効率化
を実現 で きる下 地 を手 に入れ たかた ちに な り*`,
土地 を基本的生 産手段 としまた基本的社 会保障 手
段 とす る農村 では,集 団所 有の枠組み を変更す る
ことな く,戸 別農家 にたい して土地財 産 を保障で
きるであ ろ う と考 えて い る。確 か に,「上地使 用
権」 の設定 は,集 団所有 に基づ く個 人経 営で ある
にもか かわ らず,将 来的 には個人所 有に基づ く個
人経 営 と仮 託 され るほ ど,農 村の土地所 有観 を大
き く転 回 して い く可能 性 を秘 め て い る とい え よ
う*fi。
本稿 の 目的 は,現 代 中国農村の耕作 地 に 「土地
使用権」 を設定す る にあた って期待 され て いる2
つ の効 果,す なわち 七地利用 の効 率化 と土地 財産
の保 障の実現 につ いて,そ の成否 を現状 と将 来 に
わたって論 じる ことにあ る。現代 中国で は,こ の
「上地使 用権 」の設 定 に よって土地 利 用 の効率 化
と土 地財 産 の保 障 を実 現 して い く一 連 の 改 革 を
「第二 次土 地改革」 と呼 ん でお り,現 代 中国 政府
が取 り組 まなければ な らない 直近 の最大 課題の ひ
とつ とみ な してい る。
本稿の構 成は,以 下 の とお りで ある。 第1章 で
は,「土地 使用権」 が どの よ うな経緯 に よって設
定 され る に至 った か を説 明 して い る。 第2章 で
は,「土地 使用権 」が現 代 中 国の法 体系 の なか で
どの ように位置づ け られて いるのか を明確 に し,
そ の性 質 につ いて 論 及 して い る。 第3章 で は,
「土地使 用権」 設定前 後 の 農業 ・農 村 部 門の動 向
を報 告 し,「土 地使用 権」 の設 定 に よる土 地利 用
の効率 化 と土地財 産の保 障の実現 には,き わめ て
大 きな困難が た ちはだか ってい るこ とを明 らか に
一58一 現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果
してい る。実 際 の とこ ろ,あ る地域 で は,「土 地
使用権 」の もとで成 立す る権 利義務 関係 が 「十 地
使用権 」 の設定以前 に実現 していた とみ なされ る
の にたい して,あ る地域 で は,「土 地使 用 権」 は
机 」二の権利 にす ぎない と受 け止 め られて いる。 ど
うや ら現 実 は,「土 地 使用 権」 を設 定 しさ えす れ
ば,中 国全域 にお いて土地利 用 の効 率化 と土地財
産 の保 障 を約 束す る とは簡 単 にいえ ない ようであ
る。最 後 に,終 章 で は,土 地利用 の効率化 と土 地
財 産の保障 の実現 を妨 げてい る諸 要 因が 次第 に克
服 されて い くで あろ うこ とを期待 しつ つ,「土 地
使 用権」 の設定 に よって土地所 有観 の転 回をみて
い くに相 違 ない現代 中国農村 にお いて,今 後 どの
ような農業経営 形態 が選択 され うるか につ い て簡
単 な見 通 しを述 べ てい る。
なお,本 稿 は,課 題の性格 上法学 的知 見 に学 ぶ
ところが大 きいが,あ くまで社会経 済学 的見 地 に
立 った論考 であ る。 したが って,法 学 的論及 にみ
られ る不備 な点 につ いて は,御 寛 容 を乞 いたい と
思 って い る。
第1章 「農村土地使用権」の設定
冒頭 で述べ た よ うに,過 去20年 余 に わ た る農
業 ・農村 改 革 は,農 業 生 産 責 任 制 の 追 認 に は じ
まって,農 家経営 請負制 を定着 させ るに至 った。
農業 ・農村 改革 は,家 族 農業経 営の 強化,拡 大,
多様 化 を一貫 して推進 す る もので あった と総括 さ
れ よ う。 ところが,こ れ までの農業 ・農村改 革 を
ふ りか え る と,初 期 の農業生 産責任 制の導 入 にあ
た って不可避 的 に発 生 した農民 の 「耕作権 」 にた
い して,長 期 にわた って 明確 な法 的根拠 を与 え ら
れず にい た こ とにあ らためて気 がつか され るので
ある。
折 しも1980年代 前半 は,都 市 商 工 業 の発 展 に
たいす る農 民の期待 が急 激 に高 まってい った時期
に重 なる。 農民 の なかに は,請 負地 の耕 作 を放棄
してで も,都 市 商工業 で の就 業 に生活水 準 向上 の
糸 口 をみ い だそ う と期 待 を募 らせ て い く者 が い
た*7。この ように考 える農民 が 唯一 懸念 した こ と
は,政 府 に納入 すべ き農 産物 の確保 で あったが,
かれ らは市場 で購入 した農 産物 を政府 に納 入す る
こ とに よって,請 負 地放置 の穴埋 め をす る方法 が
あ る こ とを次 第 に発 見 して い く。 また,他 方 で
は,自 家消 費分 の 耕 作 地 経 営 に は熱 心 で あ って
も,そ れ を超 え る請負耕 作地経 営 には まった く関
心 を示 さない者 もでて きた*s。結局,政府 は,1980年
代 後半,こ の ような農村 の動 向 に応 じて,請 負地
の譲渡 を認 めて放置 され る傾 向 にあ る請負 地 を極
力減 ら し,十 地利用 の 回復 に努 め るこ とを真剣 に
検 討せ ざ る を え な くな っ て い くので あ る。 しか
し,政 府 が請負 地の再編 によって土地 利用 の回復
を全 面 的 に達成 す るため には,時 代 を くだる に し
たが って ます ます,「耕 作 権」 に強 固 な法 的根 拠
を与 えてい く必要が あ った。 政府 は,従 来の ま ま
の 「耕作 権」 で は,農 民が 請負地 の譲渡 に消極 的
で あ る こ とを よ く理 解 して い た。 農民 は い つ で
も,都 市商工 業 での就業 が失敗 した場合 を想定 し
て請 負地 を社 会保 障手段 と して保 有 し続 ける こ と
に こだ わ り,他 者 に譲渡 す る ことにつ い ては,強
い警戒心 を もってい るか らで あ る*9。
「耕 作権 」 は,不 十 分 なが ら も,1986年4月に
第6期 全 国人民 代表大 会常務 委員会 第4回 会議 を
通 過 し,1987年1月に施 行 され た 「中 華 人 民 共
和 国民 法通則 」(以下,「民法通則」 と表記す る)に
よ って,は じめ て 法 的根 拠 を与 え られ る こ と に
なっ た。詳細 は後 述す るが,こ の 「民 法通則」 で
は,「耕 作 権 」 は 「財 産 所 有 権 に か か わ る財 産
権」 の ひ とつ,す なわ ち第80条 第2項 に規 定 さ
れ る 「土 地 の請負経営 権」 に包摂 され てい る と解
釈 される。
ま た,1986年6月に第6期 全 国 人 民 代 表 大 会
常務 委員会 第16回 会議 を通過 し,「民法 通則」 と
同時 に施行 され た 「中華 人民共和 国土 地管理法 」
(以下,「土地 管理法」 と表記す る)で は,「民 法 通
則」 とは異 な り,「土地 使 用 権」 とい う権利 概 念
が 登 場 して い る。従 来 の 「耕作 権」 は,「民 法 通
則」 におけ る 「十地 の請負経営 権」 にたいす る位
置づ け と同様 に,「土 地管 理 法」 にお いて は 「土
地使用権 」 の一部 を構 成 してい る と考 えて よいだ
ろ う。
1982年12月に改正 され てい た 「中華 人民 共和
現代中国における 「農村f地使用権」の設定とその効果 一59-一 一一
国 憲法 」 は,「民 法 通 則」 と 「土 地 管 理 法」 の 施
行 に よって,さ らなる部分 的改正 を余儀 な くされ
た。1988年4月の 改 正 案 を盛 り込 ん だ 現 行 の
「中華 人民 共和 国 憲法」(以下,「1988年憲法」と表
記する)第10条 第4項 に は,「土 地 の使 用権 は法
律 の定 め るところ によ り譲渡す るこ とがで きる」
と定 め られ てい る。 「耕作 権 」 は,憲 法 上 で も,
「土 地使 用権」 の一 部 に相 当す る こ とが 明確 に さ
れた とい え よ う。 ただ し,こ の段 階 で は,「土 地
使 用権」 の設定 が現代 中国 農村 に与 えた影響 は ほ
とん どなか っ た とい っ て よい。 この1988年の憲
法 改正 は,あ くまでそ の後 の 「土地使 用権」 関連
立 法の整備 が本格 化す るこ とを予告 した もの と し
て位 置 づ け られ る にす ぎな い。現 に,こ の1988
年の 憲法 改正 以 降,「耕作 権」 を主 た る内 容 の ひ
とつ とす る 「十 地使用 権」 関連立法 の整備 が相次
いです すめ られて きて いる。
前 述 の 「土 地管 理 法」 は,1988年12月の 第7
期全 国人民代 表大 会常 務委 員会 第5回 会議 にお い
て,早 くも改 正 される こ とになった。 同年4月 の
「憲 法」改 正 を受 けて,「土 地使用権 」 の第三者へ
の譲渡 を認 め るよ うにす る必要 があ ったか らで あ
る(「土地管理法」は,1998年8月に再度改正されて
い る)。そ の結 果,「十 地管 理 法 」 は,「1988年憲
法」 第10条 第4項 にい う と ころ の 「法 律」 に 相
当す るよ うに なった といえ る。
1987年1月の施 行直 後 か ら1998年8月の改 正
に至 る まで の 「土地 管 理法 」 は,さ ら に第56条
にお いて,「土地 使 用権」 の 権利 義 務 関係 を具 体
的に規定 した実施 条例 の制定 を約束 してい た。 こ
れ を受 けて,1998年12月,都市 と農村 にお け る
「土地 使用 権」 を包括 的 に規 定 した 「中 華 人民 共
和 国土 地管 理 法 実施 条例」(以下,「土地管 理法実
施条例」 と表記す る)が 制 定 され,翌 年1月 の 施
行 をみ た。 この 「土地 管理法実 施条例 」の施 行 と
同時 に,「中華人民 共和 国基本 農 田保 護 条例」(以
下,「基 本農田保護条例」 と表記す る)が 施 行 さ れ
てい る こと も,こ こにつ け加 えてお こう。
「耕作 権」 は,以 上 に確 認 した ように,「民 法通
則」 と 「土 地 管 理 法」 に は じ ま り,「1988年憲
法」 を経 由 して 「土地 管理実 施条例」 と 「基本農
田保 護条例」 へ と至 る一 連の立法 手続 きを重 ねて
い く過程 におい て,農 村 にお ける 「土地 の請負経
営権」 ない しは 「土地使 用権」 を構 成す る一要 素
であ るこ とを明確 に してい ったので ある。
もっ と も,都 市 に対 象 を限 定 して しま う な ら
ば,都 市 に はいち早 く 「土地使 用権」 の権利義 務
関係 を処理 す る実 施規定 が与 え られ てい たこ とを
明記 して お か な け れ ば な る まい。1990年5月の
「中華 人民 共和 国城 鎮 国有 十地 使用 権 出 譲和 転 譲
暫 行 条例 」が そ れ で あ り,農 村 の 実 施 条 例(「土
地管理法実施条例」)に先 立 つ こ と8年 半 とい う早
期 の制定 であ った。都市 の実施 条例が 農村 のそれ
に先行 した原 因に は,以 下の3つ が考 え られ る。
第 一 は,「都 市 建 設 の 財 源 確 保 と国 家 財 政 の 再
建 」 を図 るため に,従 来 は徴収 して い なかった地
代 を企業 に求 めてい く方針 を早 急 に打 ち出 さざる
をえなか った こ とで あ る*1。。 「差 額地 代 が 土地 利
用者 に よって独 占 され」 るため に生 じる 「十 地資
源の浪 費 と利用 効率 の低 下」 は,改 善すべ き深刻
な制度 的欠 陥であ った。 第二 は,国 民 経 済の発展
を牽 引 す るで あ ろ う外 資 企業(合 弁 ・合作 ・独資
の 「三資企業」)への用地提供 にあた って,法 制 度
の優先 的 な整備 をす すめ る必 要が あ った ことであ
る*11*1L。第 三 は,「土地 所 有 権」が 国家 にあ る都
市 で は,「土 地所 有権」 が 集 団 にあ る農村 とは異
なって,法 制 度の整 備 に ともな う調 整 に さほ ど時
間を要 しなか った こ とで あ る*1:i。この ような事情
か ら,農 村 は,「土地 使 用 権」 の設 定 とその 社 会
へ の定着 とい う点 にお いて,都 市 に大 き く遅 れ を
とって し ま う こ とに な っ た の で あ る。 裏 を返 せ
ば,農 村 にお いて 「土地使 用権」 の設 定 と定 着が
政 策的 に徹 底 され は じめたの は,こ こ数年 ので き
ごとにす ぎない ともいい うるのであ る。
した が っ て,筆 者 は,現 代 中 国 農 村 に お け る
「土地 使 用権」 の性 質 と現状 につ い ての 検討 に先
立 ち,あ らか じめ都市 と農村 にお ける 「土地 使用
権」 を区別 してお く必 要性 を強 く覚 え る。 「土 地
使 用権」 設定 の 目的 が都市 と農村 とでは微妙 に異
なってお り,ま た 「土 地使用権 」 の受容 の方向 と
程 度 に も大 きな差が み られ る以上,同 一 に論 じる
こ とは避 けなけれ ばな らないだ ろ う。 さ らに,農
60一 現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果
村 で は,「土 地使 用権 」 の受 容 にあ た って早 急 に
解 決 しなけれ ばな らない農村特 有の 問題が生 じて
い る。以下 で は,都 市 の 「土地 使用権 」 をめ ぐる
実態 との混 同を防 ぐため に,農 村 におけ る 「土地
使用 権」 を 「農村 土地使 用権」 と表 記す る ことに
したい。
なお,「土地 管 理 実施 条 例」 と 「基 本 農 田保 護
条例 」 の施行 に よって 「農村 土地使 用権」 関連立
法 の整備 が ひ とまず完 了 した ところで,以 上で言
及 した 「土地 の請負経 営権」(「民法通則」)と 「農
村 土 地 使 用 権 」(「土地管 理法」お よび 「1988年憲
法」)との 関係 を明確 に してお くことに した い。
両権利 は,ど ち らも農民 の 「耕作 権」 を包摂 し
て い る と考 えて 差 し支 え ないが,「財 産 権」 の構
成 におけ る両権 利 の位 置づ け は微妙 に異 な ってい
る。渠 涛 に よる と,両 者 の位 置づ け には,以 下 の
2つ の形態 が考 え られ る とい う*14。ひ とつ は,両
権 利 を 「並列 関係 にあ る」 と位置づ ける こ とであ
る。 た だ し,筆 者 は,「農 村 土 地使 用 権」 の譲 渡
が認 め られ た以 降は,結 果 的 にではあ るが,両 権
利 には単 なる 「並列 関係」 には とどま らない特殊
な位置 づ けが付 与 され るかた ちにな ってい る と認
識 してい る。 第三者へ の譲 渡が認 め られた 「農村
土地 使用 権」 に た い して,「土 地 の請 負 経営 権」
には依然 と して 「再請 負(=転 貸)の みが 認 め ら
れ,商 品 と して の譲 渡 は認 め られ」 て いない。 お
そ ら く,不 動 産市 場 に お い て 「土 地 の 請 負 経 営
権 」 と 「農村 土地使 用権」 とが競 合 しない よ うに
配 慮 され て い るの で あ ろ う。 した が って,筆 者
は,両 権利 を 「並列 関係」 にある と位置 づ ける場
合 に は,「土 地 の請 負 経 営 権 」が 「再 請 負(=転
貸)」にだ され て い る期 間内 に は,当 該耕 作 地 の
「農村 土地 使用 権」 は事 実上 失効 す るか た ち に な
る と理解 して い る。 も うひ とつ は,「土地 の請 負
経営権 」 を 「農村 土地使用 権」 の下位 にあ る権 利
とみ な して,「農 村土 地使 用権 を基 礎 に成 立 す る
他 物権 」 と位 置づ け るこ とで ある。筆者 は,こ の
よ うに位 置 づ け る場 合 に は,「十 地 の 請 負 経 営
権 」 を 「再 請負(=転 貸)」に だ して い る期 間 内
におけ る第三者へ の 「農村 土地使 用権」 の譲渡 を
禁 止 してお か な け れ ば な らな い と考 え て い る。
もっ とも,ど ち らの位置 づ けに立つ と して も,若
干 の規制 を設 けて さえお けば,現 実 に大 きな混乱
は もた らさない とはいえ よ う。 本稿 では,論 究の
便 宜上,後 者 の位 置づ けで両権 利 の関係 を理 解す
る こ とに した い。
さ て,以 上 で は,「民 法 通 則 」 と 「十 地 管 理
法 」施行 以降 の 「農村土 地使用 権」 関連立法 の整
備 につ いてみ て きた。 しか し,実 際の ところ,法
整 備 が一 定程 度完 了 した現 在 で もなお,「農村 土
地使用権 」の権 利義務 関係 に曖昧 な点 は依 然 とし
て多 く,農 民 の土地財 産が保 障 され るよ うに なっ
た とはい いが たい。 農政 当局 は,さ らなる立法措
置で補 強す る こ とに よって 「農村 土地使用 権」 の
権 利義務 関係 の曖昧 な点 をな くしてい くか,あ る
い は関係 す る判例が積 み重 ね られる こ とを待 って
それ を追認す るに とどめ るか,と い う大 きな岐路
に立 た され て い る とい え る(現 実 は,前 者の方 向
にすすんでいる)。それで は,こ こで問題 にな って
い る 「農村土 地使用権 」 の権 利義 務関係 に残 され
た曖昧 な点 とは何 だろ うか。農民 の土地 財産 は,
なぜ,依 然 と して保 障 されな い ままにあるの だろ
うか。 以下 の行論 で は,こ れ らの疑問 に答 えるた
め に,ま ず 「農村土 地使用権 」 の性 質 につい て論
及 し,次 いで 「農村 土地使 用権」 を受 け容れ る立
場 にあ る現代 中 国農村 の現状 につ い て報 告 と検 討















に位置づ け るか につ いて これまで議論 を積 み重 ね
て きてい る。端的 にい う と,そ の議論 の核心 は,
「耕作権 」 として 出発 して 「農村 土 地使 用権 」 に
至 った農民の土地財 産 にたいす る権利 を 「物 権」
とみ なすか 「債権」 とみ なすか にあ る。
まず,こ の ような議論 が積 み重 ね られて こなけ
れ ばな らなか った原 因 を明確 に してお こ う。 「民
法通則」 におけ る農民 の土地財産 にたいす る権利
の位 置づ けか ら確 認す る ことに した い。「民 法通
則」 を含めた現代 中国の民事 関連 立法 には,実 は
「財 産権」 の範 疇 の も とに 「物 権」 と漢字 表記 さ
れる権利 は存 在 してい な い。 「民 法通 則」で は,
「財 産 権」 を構 成 す る もの と し て,「財 産 所 有
権」,「財 産所 有権 にかか わ る財 産権」,「債権」,
「知 的財 産 権」 とい う4つ の 権 利 を あ げ て い る
(「財産所有権」 と 「財産所有権 にかか わる財産権」
は,同 列に表記 されている)*15。これ まで 問題 と さ
れて きてい るの は,こ の うち 「財 産所有権 にかか
わ る財 産権 」の位置づ け に関 してであ る。 こ こで
は,「財 産所有 権」 と 「財 産所 有権 にかか わ る財
産 権」 とを対比 させ る こ とに よっ て,後 者の性
質,ひ いて は農民 の土地財産 にたいす る権 利の性
質 を浮 き彫 りに してみ たい。
さ きに,「財 産所 有権 」 につ いて 言及 しよう。
「民 法通則 」 に定 め られ てい る 「財 産所 有権」 と
は,「所 有者 が法律 の規 定す る ところ に よって 自
己の財 産にたい して占有,使 用,収 益 お よび処 分
を享 受す る権 利」(第71条)で あ る。 ここで い う
「自己の財産」 には,個 人 の労働 に よっ て え られ
た合法 的所 得,個 人が有す る家屋,貯 蓄,生 活用
品,生 産経営活動 あ るいは社 会サ ー ビス事 業 に従
事 す るさいの生 産手段 と生産物,な どが想定 され
てい る(第75条 第1項)。 したが って,「財 産所 有
権」 とは,ヨ ー ロ ッパ大 陸法の もとでの 「物権」
に相 当す る もの とみ て よいだ ろ う。
そ れでは,問 題 の 「財産所有権 にかか わる財 産
権」 とは,い っ た い どの よ うな権 利 なの だ ろ う
か。 簡潔 にい えば,「財 産所 有権」 の ように,占
有,使 用,収 益 お よび処分 の権 能 を無制 限に個人
や集 団 に帰属 させ て しまえない財産 の うえに発生
す る権利で ある。以下 の6つ の権利が規 定 され て
お り,国 民全体 や特定集 団構 成員全体 の利害 に深
くかか わってい るこ とがわか るだろ う。
① 「国有機 関 と公有 機関 にたいす る国有地 の使
用 と収 益の権利」(第80条第1項)
② 「公有機 関 と個 人 にた いす る公 有地(公 有機
関が国有機関か ら借 り入れている土地 を含む)
の請負経営権」(第80条第2項)
③ 「国 有機 関 と公 有 機 関 に た いす る 森林 ・山
嶺 ・草 原 ・荒地 ・砂 浜 ・水面等 の国有 自然資
源の使用 と収益の権 利」(第81条第1項)
④ 「国有機関 と公有機 関お よび個 人 にたいす る
国 有 埋 蔵 鉱 物 資 源 の 採 掘 権」(第81条第2
項)
⑤ 「公有機関 と個 人 にた いす る森林 ・山嶺 ・草
原 ・荒地 ・砂浜 ・水面等 の公有 自然 資源の請
負経営権」(第81条第3項)
⑥ 「国有企業 の経 営権」(第82条)
くり返 し述べ る まで もな く,農 民 の土地財産 に
たいす る権 利 は,「民 法 通則 」で は 「財 産所 有権
にかか わる財 産権」の② と して規定 され るか たち
に な る。 これ らの 「財 産所 有 権 に か か わ る財 産
権」 は,「財 産所 有権」 と比較 す る と,「財産所 有
権」 の4要 件の うちの処 分の権能 にか な りの制約
を設 けてい る といえ よう。 したが って,農 民 の十
地財 産 にたいする権 利 を 「財 産所 有権 にかか わる
財 産権 」 としての位 置づ けか ら表現す るな らば,
合 法 的手段 に よっ て公 有 財 産 で あ る土 地 を利 用
し,そ こか ら新た に私 有財産で ある農業所得 を獲
得す るこ とがで きる権 利,と い うことが で きる。
「日本 国民 法」の構 成 に なぞ らえて い う と,現 代
中国の法学 界で は,こ う した農民 の土地財 産にた
いす る権 利の性 質を 「用益物権」 と判 断す るか,
あるいは 「賃借権」 と判 断す るか,を め ぐって,
これ までの見解 の対 立 と不 致 を生 じさせ て きた
のであ る。
農民 の土 地 財 産 にた いす る権 利 が単 に 「耕作
権」 にす ぎない と考 え られて いた当時の法学 界で
は,農 民 の土地財産 にたいす る権 利 を 「物権」 と
み なす立場 と 「債権」 とみ なす立場 とが拮抗 して
い た。初期 の 「耕作権 」の成立根拠 は,制 定法 に
も慣習法 に もみ いだす こ とが で きず丁農業 生産 責
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任 制の 内実 に求め る以外 になかった。初期 の 「耕
作 権」 の成 立根拠 をあえて探 しだす とすれ ば,改
革 開放路線へ の転換 以前 に実施 された ことが あっ
た 「自留 地」(農家が 自主的 に経営 していた集 団か
ら分配 された耕作地)部 分 の個 人経営 と農業 生 産
責任制 の経験 に求 め る しか ないだ ろ う。改 革開放
路線へ の転換 以後 の農業生産責任 制 は,家 族 を単
位 とす る個 人 と 「集 団所 有権」 の代 表者(生 産大
隊か ら集団経済組織 と村民委員会に移行 した)と の
あい だに結 ばれ る耕作 地の 占有 ・使 用 ・収益 に関
す る賃借 契約 に基 づ いて い たた め に,「耕作 権」
は半 ば必 然 的 に,「物 権」 とも 「債 権」 ともい い
うる もの にな らざるをえなか ったの である。 しか
し,農 家経営 請負 制が 定着 し,「十 地管 理 法」 と
「88年憲法」 にお いて 「農村 土地 使用 権」 が設 定
され た以 降 は,「物権 」(「用益物権」)として位 置
づ け る立場 が 支配 的 に な っ てい る とい え るだ ろ
*is*≫つ
o
日本 における現代 中国法研 究 の領域 で は,現 代
中国の法学界 ほ どには,明 確 な統一見解 は示 され
てい ない。 とい うよ りもむ しろ,「農村 土 地使 用
権」 を 「物 権」 ない し 「債権」 と して位置づ け る
だけでは な く,よ りふみ こんだ見解が個 別 に提起
されてい ると断言 で きる。 た とえば,季 衛東 は,
「ヨー ロ ッパ 大 陸 法 的分 類 方 式 を取 る な らば」,
「農村 土地使 用権 」 は 「請負 経営 契約 また は払 下
契約 に基づ く賃借 権が物権化 した結 果 としての地
上権 と永小作権 とい う二種 の用益物権 に よって構
成 さ れ て い る」*18とみ な し う る と い う。 た だ
し,そ れ に 続 け て,「農 村 土 地 使 用 権」 の 内 実
は,「ただ言葉 で編 み 出 した契約 のチ ェー ンにす
ぎない」 と指 摘 して い る。季 に よれば,「農村 十
地使用権」 に正 当性 を付与 してい る ものは,現 在
の ところ 「国家の承認 を起 点 として,法 律時効 を
終 点 とす る ような一連 の契約的合意 の合法性」X19
にす ぎな い。「個 人 に とっ て も,集 団 に と っ て
も,あ る意味 では国家 に とって さえ も,相 互否定
または相互排 斥 の論理 に基づ く絶対 的な土地所有
権が存 在 してお らず,土 地 をめ ぐる財産権 的権利
義務が あ くまで相対 的で しか も非対 称の 関係 にお
い て形成 され た ワ ンセ ッ トの巧 妙 な法 的 フ ィ ク
シ ョ ン」*20であ る に と ど まっ てい る。季 の見 解
で最 も注 目すべ き点 は,季 が 「農村 土地使用権 」
を是 が非 に もヨー ロ ッパ大 陸法 にい う 「物権」 や
「債 権」 の いず れか と して位置 づ け なけ れ ば な ら
ない と主張 しているので はない,と い うところに
あ る。季 は,「『絶 対 的所 有権 』の観 念 を も,『完
全 な契約 』の観念 を も超 え」 た 「新 しい土地財産
形態」 を展 望 してい るので ある*2'。そ の要諦 は,
「西 欧型 近代財 産法 の さ まざ まな構 成 要素 を も,
共有 制 や連帯 精 神 に基 づ くさ ま ざ まな互 酬性 を
も,一 定 の関係 主義原理,利 益 イ ンセ ンテ ィブお
よび価値 創造 の優越 性評価 を軸 に組 み合 わせ なが
ら,自 由 な営業 を可 能 にす る効 率的 な所 有形態 を
作 り出す 文脈相 関 的 ア プ ローチ」 に よって,「ダ
イナ ミ ックな物 権構 造」 をつ く りだ す こ とにあ
る。
日本 にお ける現代 中国法研究者 の見解 をもうひ
とつ紹 介 してお こ う。前 述 の渠 は,「農村 土 地 使
用権」 の性 質にたいす る さまざまな理解 のあ り方
を並行 して紹介 し,現 行制 度の実態 は 「物権」 と
も 「債権 」 ともいえ る ものにす ぎず,そ の決定 は
今 後 の 「政 策 的判 断」 に委 ね られ る と論 じて い
る*22。確 か に,「農村 土 地使 用権 」の 下位 的権 利
と して,「耕作 権」,「農 産物 販売 権」,「十地 譲 渡
権 」,「土 地抵 当権」 な どの諸権利 を想定す る こと
が可能で あ り,「農村 土地使用権 」 は,「物権」 的
色彩 が強 い権利 と 「債権」 的色彩 が強い権利 とが
混在 した包括 的権 利で ある ことが わか る。 もっ と
も,渠 は,「土地 の使用 権 を永 遠 に 国の管 理 の下
に置 くと考 え る な らば,〔「農村 土地使用 権」は
引用者〕債権 関係 の構 成 で よい」 と述 べ てお り,
「農村 土 地使 用権 」 を 「物 権」 とす る こ とに と り
た て て重 要 な意義 を認 め てい ない。渠 は,ヨ ー
ロ ッパ大 陸法 的 枠組 み に沿 って 「農村 土 地 使用
権」 の位置づ け を考 えた場合,条 件 つ きなが らさ
きの季 と対照 的な見解 を示 してい るのであ る。 た
だ し,ヨ ー ロ ッパ 大陸法 では解 釈 しきれ ない 「農
村土地使 用権」 の位 置づ けに何 らか の積 極的解答
を与 え よう と腐心 してい る点 ではr渠 は季 と共通
して いる といい うる。
そ れ で は,筆 者 の 見解 を以 下 に示 そ う。筆 者
現代中国における 「農村上地使用権」の設定とその効果 63一
は,や は りヨー ロ ッパ大 陸法 的枠組 み に照 らして
発言 す るのであ れ ば,渠 と同様 に,「農村土 地使
用権」 は 「債権 」 として位置づ けてお くほ うが 無
難で ある,と 主張 してお きたい。 当然,こ の よう
に主張 す るか らには,農 村 の 「土 地所有権」 は絶
対 に集 団 に固定 してお くべ きであ る,と 考 えて い
る こ とを同 時 に明確 に して お く必 要 が あ る だ ろ
う。 筆者 は,法 理 論上 の整 合性 や妥 当性 か らこの
ように判断す るので はない。 筆者 は,後 述 す る事
態 の発生 を懸念す るが ゆえ に,渠 が 「農村 十地使
用権 」 を 「債権 」 として位置づ けた場 合 に移転 の
弊 害 ともな りうる と指摘 す る 「債権 者であ る集 団
組 織 の同意」*2;iをむ しろ今 後 も積極 的 に保 留 し
てお くべ きであ る と考 えるか らであ る。
もち ろん,筆 者 も,渠 が一抹 の危惧 を覚 えてい
るの と同様 に,「十地 所 有権」 が集 団 に 固定 され
な くな る事 態 が生 じる こ と を想 定 す る と,「債
権」 と して位置づ け られた 「農村十地使 用権」 で
は,耕 作地 の流動 化 を阻害 して しまうおそれが あ
る こ と を認 め な け れ ば な らな い棚。「十 地 所 有
権」そ れ 自体 の移 転 が 可 能 に な っ た 場 合,「債
権」 関係 の構 成で は,新 た な債権者 であ る土地所
有者 と従 来 か らの債 務 者 で あ る農 民 との あ い だ
で,さ まざまな不都合 が生 じる可 能性 を否定 で き
ない。 「農村 土 地 使 用 権」の 保 有 者(債 務者)で
あ る農民 が第三者 と して の農民 に 「農村土地使 用
権」 を譲渡す る場 合 に も,同 様 の問題が生 じるで
あろ う。 ヨーロ ッパ大 陸法 的枠組 み に したがい,
「農村 土 地使用 権」 を 「物Jと して位 置づ け る
か,あ るいは 「債権」 と して位置づ け るか,と い
う議 論 を迫 られ る理 由が こ こ にあ る。 この 問題
は,耕 作 地の 「賃借権 」 を 「物権」 と して位 置づ
けて いる現 代 日本 人に とって は,き わめ て よ く理
解で きる とい え よ う。 ち なみ に,「日本 国民 法」
で は,「賃借 権」 本体 は 第601条で 「債 権」 に分
類 されてい るが,耕 作 地 の 「賃借権」 に関 しての
み は,特 別法 で あ る 「日本 国 農地 法」 第18条 の
規 定 に した が って,「賃借 権」の 「物 権」化 を認
めてい る。
現代 中国の法学 界 にお いて 「農村土 地使用権」
の 「物権」化 を急 務 とす る専 門家 のあい だで は,
「農村 土地 使用権」 には他の権 利義 務 関係 を排 除
して しまえるだけの排他 的性 格が欠 落 して いる と
い う認識が共 有 されて いる。確か に,さ きに引用
した季 の指摘 にみ る ように,個 人,集 団,国 家 の
いず れ におい て も,「相 互否 定 また は相 互排 斥 の
論理 に基づ く絶対的 な土地所有権 が存 在 してお ら
ず,土 地 をめ ぐる財 産権的権利義 務があ くまで相
対的で しか も非対称 の関係 において形成 された ワ
ンセ ッ トの巧 妙 な法 的 フ ィクシ ョ ン」*25であ る
に とどまって いる。現 代 中国の法学界 では,こ の
ような 「農村土 地使 用権」 の欠陥 を克服す る必要
性が あ る と考 えるか らこそ,こ れ を 「物権 」 と し
て位 置づ けていか なけれ ば な らない とい う主張が
大勢 を占める ことになるのであ る。
しか し,筆 者が 「農村 土地使用権」 を しば ら く
「債権 」 として位 置づ けて お くほ うが 無 難 であ る
と考 える理 由 も,実 は この よ うな 「農村 土地使用
権」 の性 質の なか に求 め られる。筆 者 は,こ の よ
うな性 質の 「農村 土 地 使用 権」,すな わ ち 「法 的
フ ィクシ ョン」 としての 「土地所 有権」 に,中 華
人民共 和 国成 立 以前 の土 地 「所 有」*26制度 と同
様 の仕掛 けを重 ねみて いるのであ る。 この点 は,
農政 当局,現 代 中国の法学 界,そ して 日本 にお け
る現 代 中国法研 究者 いず れの大半 も,基 本的 に同
様 であ る といえ る。
中華 人民 共和 国成立以前 の土地 「所 有」 制度の
も とで も,土 地財 産の 権利 義務 関係 は,「相 対 的
で しか も非 対称の 関係 にお いて形 成 され」 ていた
にす ぎなか った。 しか し,そ うであ ったに もかか
わ らず,土 地財産 をめ ぐる さまざまな権利 義務関
係 は,巧 み に処理 されて いたのであ った。 中華人
民共和 国成立 以前 の土地 「所 有」制度 は,人 間 関
係 に基づ く社 会的合意 に支 え られて,今 日でい え
ば 「法的 フ ィクシ ョン」 にす ぎない土地財産の権
利義務 関係 に社 会的実態 を与 える ことに成功 して
い た。 「中人」 に よる土地 売 買契 約 や小作 契 約 の
仲介お よび保 証,十 地売 買 に ともな う同族 と四隣
の先 買権,土 地売買 にお ける買 い戻 し条件 の付 与
(「活売」)などの 土 地 慣 行 は,「法 的 フ ィ ク シ ョ
ン」 にす ぎない 「土 地所有権」 に社 会的実態 を与
え,農 村 の社 会秩序 の安定 に寄与 して いたのであ
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る*27。
筆者 は,こ の よ うに歴 史的視点 に立 ち,社 会経
済学の立場 か ら考 えるか ぎりでは,現 代 中国社 会
におい て 「農村 土地使 用権 」 を 「物 権」 とす るか
「債 権」 とす るか とい うこ とは,転 倒 した議 論 以
外 の何者 で もない といわ ざるをえな くなって しま
う。 もち ろん,長 期 的展望 の も とで は,「農 村 土
地使用権」 を 「物権」 と 「債権」 の どち らにす る
か明確 に してい く機会 が到 来す るか も しれ ない。
ただ し,そ の時期 は,か な り将 来の こ とになるだ
ろ う。 中華 人民共和 国成立以前 の中国社 会 では,
土地財 産 にた いす る権利 は,「物 権」 と して位 置
づ け られ てい たた め に保 障 され て い たの で は な
い。人 間関係 に基づ く社 会的合意 に支 え られる こ
とに よって保 障 を獲得 し,そ の結果 ヨー ロ ッパ大
陸法 に い う 「物 権」 的性 質 を帯 び て い た の で あ
る。 したが って,現 在,社 会経済学 の領域 で検討
す べ き こ とは,「農村 十地 使 用権」 を 「物 権」 に
す るか 「債権」 にす るか を論 じるこ とでは な く,
「農村 土地 使用 権」 が 「財 産権」 と して 農村社 会
で認 知 され るには どうす れば よい のか を論 じるこ
とであ ろ う。
筆 者 は も と よ り,「農村 十 地 使 用 権」 を 「物
権」 と して位置づ け さえす れ ば,「農村 土 地使 用
権」 は 「財産権」 と して農村社 会で認知 され るよ
うにな る,と は まった く考 えてい ない。筆 者 は,
中国農村社 会 は,近 代 に しろ改 革開放路線へ の転
換以 後 に しろ,こ れ まで制 定法 を法源 とす るよ り
も一貫 して慣 習 ない し慣 習法 を法 源 に して土 地財
産 の権 利義務 関係 を処理 して きた と考 えてい る。
改革 開放路線転換 以後 の農業政 策が常 に現 実 を追
認 す るか た ちで実 施 され て い る こ とを想 起 す れ
ば,こ う した認識 が的外れ では ない こ とを理解 さ
れ る と思 う。
そ れでは,そ もそ も,農 民 にたいす る 「土 地所
有権」 の返還 で はな く,「農村 十 地使 用権 」の 設
定 に落 ち着 か なければ な らなか った理 由 とはい っ
たい何 だろ うか。 さきに 「農村土地使 用権」 の移
転 にあたって 「債権者 であ る集 団組織 の 同意」 を
保留 してお くべ きで ある と述 べ た ことに絡め て,
また 「農村土地 使用権」 を 「債権」 と して位置づ
けてお いたほ うが無難 であ る と述べ た こ とに絡 め
て,こ の点 について考 えてみ るこ とに した い。根
強 い社 会主義 イデ オロギーが集 団所有 制 を全面 的
に廃 して個 人所 有制 に移行 す るこ とを阻止 してい
るのだ ろ うか。結論 を さきに示す と,こ の点 だけ
を強調 して考 え るこ とは,現 代 中 国農村 の現実 に
たいす る理解 を著 しく欠いてい る といわ なければ
な らない。 「農村土 地使 用 権」の 設定 に落 ち着 か
なけれ ばな らなか った理 由 と して,耕 作 地の個 人
所有 化 を妨 げる現 実的 障壁 が存在 してい るか らで
ある。その理 由は,前 述 の季 が指摘す る ように,
農業 集 団化時代 に膨れ あが った農村 人口そ れ 自体
に求 め られ る*28。
耕作 地の個 人所 有化 を実 行に移そ うとす る と,
現在 の農村人 口で等分す る方法 が選択 され るに相
違 ない。法理論 の うえで も,ま た社会実 態の うえ
で も,農 民 は例外 な く集 団所有 地 にたい して等分
の権利 を有 している。 しか し,耕 作地 を等分す る
と,1人 あ た り農業経営 規模 が著 し く零細 化 す る
こ とは明 白で あ り,農 業経営 の適正規模 を確 実 に
下 回 る結 果 とな ろ う。そ して,そ の場 合 には,
「農村土 地使 用権」 のみ を移転 させ て い く方針 の
今 日と同様 に,農 業経 営規模 を拡 大 して生 産性 を
向上 させ よ うとい う動 きが不可 欠 となる。村 民委
員会や農民 の一部 に よって,零 細 十地所有者 であ
る農民 たちへ農業経営 の協 同化 や耕作地 の貸借 を
呼 びか ける こ とが期待 され るのであ る。 しか し,
この実現 に は,大 きな困難が予想 され る。
まず零細 土地所有者 であ る農民 が集 まって農業
経営の協 同化 を実行す る と,作 付 品 目や作付 面積
の決定 か ら利益 の配 分 まで,農 民 は 日常 的に さま
ざまな意 見や利害 の調 停 に追 われる こ とになる。
農民 は,農 業生産 の現場 以外 での問題 を多 く抱 え
込む こ とにな ろう。 この ような問題 は,協 同経営
者間で 良好 な関係が維持 され ているあ いだは水 面
下 に潜行 してい るが,そ れが ひ とたび崩 れ去 る よ
うな場合 には,瞬 く間に現実 を覆 うに相違 ない。
農業経営 は,致 命的 な問題 に逢着 して しま うこと
にな る。最悪 の場合 には,農 業集 団化時代 をなぞ
るにす ぎな くなる可能性 す ら否定 しきれ ない。 ま
た,農 業経営 を協 同化せ ず,単 に土 地 を借 り入 れ
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る こ とに よ って個 人 経 営 に徹 しよ うす る場 合 で
も,農 業経営 の機 会費用が 高 い地域 で なけ れば,
土地 の借 入 自体が 一向 にす す まない だろ う。雇 用
機 会に乏 し く,そ れゆ えに農業所 得の 農家所得 に
占める比率 が高 い地域 で あれ ばあ るほ ど,耕 作 地
の借 入 にはそれ相応 の地代 を代価 と して支払 わ な
ければ な らないか らで ある。そ れで もあ えて土 地
の 借 入 に よ る農 業経 営 規模 の拡 大 をは か れ ば,
「農 業 の コ ス ト も産 物 の 価 格 も急 激 に 上 昇 す
る」 梱 結果 を招 くだけで あ る。
さらにい えば,商 社 に よる農業 ビジ ネスが活 況
を呈 してい る今 日では,耕 作地 の個 人所 有化 は,
土地 利用 の効 率化 と土地財 産の保 障の実現 とい う
2つの 目的の うち,前 者 のみ を追 求 した耕作 地 の
流動 化 を もた らして しまう可能性 が高 い。大 資本
に よる耕作 地へ の資本投下 の結 果,戸 別 農家 は農
業経 営の継続 が不 可能 な状 態 に追い込 まれ るこ と
もあ りうるか らであ る。 や は り 「零細化 した私 有
L地の構造 は,自 由 な売 買 を事実 上抑制 して しま
うか,さ もなけれ ば 『兼 併』 〔併合 引用者〕 を
促進 す るか,と い うジ レンマ に陥 りやす い」*30,
といわ ざる をえないで あろ う。 この よ うな現実 を
直視 す る と,農 民 に 「土 地所有権 」 を返 還す る こ
とは,か な らず しも適切 な措置 であ る とは いえ な
くな るのであ る。
この点 で は,「農村 土 地 使 用 権」 を 「物 権」 と
して位 置づ け る場 合 も同様 で あ る。 そ の さい に
は,「農村 土地使 用権 」 の設 定年 数 が 長期 化 す れ
ばす るほ ど,商 社 主導 に よる 「農村 土地 使用権」
の集 中がす す む に相 違 ない。 「農村 土 地 使 用権」
を譲 渡 した農民 に は,相 応 の一一時金が 入 るのか も
しれ ない。 しか し,長 期 にわた って生活 を安 定 さ
せ られ る農民が どの程 度 になるのか は未知数 であ
る。 ひ とた び 「農村 土地使 用権」 を譲渡 した農民
には,最 低 限 の生 活 を保 障す る手段 は失わ れてい
る。農政 当局が この よ うな農民 を救済 しよ うと し
て も,商 社 が 「農村土地使 用権」 の 「物 権」 的効
力 を もって対抗す るで あ ろ うことは明 白で ある。
この ように考 え る と,農 政 当局 として は,耕 作
地 の集 団所 有制 の枠 組 み を維持 しつつ,耕 作 地 に
関す る権 利義務 を一定 の枠 内で 自由に譲 渡 で きる
方法 を模索 し,そ の環境 を整 える以外 に とるべ き
方法 は な くな る。 この点 を考慮 して くだ され た結
論 がす なわ ち,「農村 土 地使 用 権」 の設 定 とそ れ
に ともなう耕作 地 の流動化 だ ったのであ る。 この
場 合,「農 村十 地 使 用権 」の性 質 を 「物 権」 と し
て構 成 す る こ と は,む しろ逆 効 果 を生 む。 「債
権」 と して位 置づ けてお くだけ で十分で あ り,常
に 「債 権者 であ る集 団組織 の同意」 を保留 してお
くべ きで あろ う。 そ して,さ きに述 べ た ように,
農政 当局が何 に も増 して 配慮 しなけれ ばな らない
点 は,「農 村土 地 使 用権」 を 「物 権」 と して位 置
づ け るか,あ る い は 「債 権」 と して位 置 づ け る
か,で は な く,「農村 土 地 使 用 権」 が 「財 産 権」
として農村社 会で認 知 されてい るか どうか,に あ
る とい えよ う。
した が っ て,以 下 で は,「農 村 土地 使 用権 」が
「財産権 」 と して農村 社会 で認 知 され て い るか ど
うかにつ いて確 認 し,現 在 農政 当局 に求 め られ て
いる もの は何 で あるのか につい て言 及 してい くこ
とに しよ う。
第3章 「農村土地使用権」の現状
本稿 の冒頭 で は,「農村 土地 使 用権」 の設 定 に
よって,農 村 にお け る集 団所 有 の枠 組み を変更す
るこ とな く,戸 別農 家 にたい して土 地財 産 を保 障
で きる,あ るい は,集 団所 有 に基づ く個 人経営 で
あるに もか かわ らず,将 来的 には個 人所 有 に基づ
く個 人経営 と仮託 され るほ ど,農 村 の土 地所有観
を大 き く転 回 してい く可 能性 を秘 めて い る,と 述
べ た。 しか し,中 国 政 府 と中 国農 民 が 期 待 す る
「農村 土地 使用 権」 の効 果 は,現 段 階 で は疑 問視
され る とこ ろ も少 な くな い。 「農村 土 地 使用 権」
が 「法 的 フ ィク シ ョン」 と しての 枠 を超 え られ
ず,現 実 にたい して有効性 を もちえず にい る実例
が 数多 く報 告 され て い るか らで あ る。 また,「農
村 土地使用 権」 の設定 は,早 急 に解 決 しなければ
な らな い問題 を も同時 に多発 させ た。 これ らの問
題 につ い て は,中 国(海 南)改 革発 展 研 究 院(以
下,中 改院 と表記す る)*31およびその 関係 者 が これ
ま で に 多 くの 研 究 を 積 み 重 ね て き て い る の
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で*32*33*34,中改 院お よびその 関係 者 の報 告 と提 言
に沿 って,「農村 土 地使 用 権」 設 定前 後 の情 況 と
「農村 土地 使 用権」 の設 定 が もた ら した問 題 につ
いてみ てい こ う。中改 院 は,こ れ まで一貫 して,
「農村 土地 使 用権 」 の よ り一 層 の 長 期 化(少 な く
とも50年間,で きるな らば70年間や100年間は不
変 とする)と 「財産 権」 と して の明確 な保 障 を訴
えてい る。 中改 院が この二点 を強 く求め る現代 中
国農村 の現 状 は,以 下 の ゴチ ック字体 部分 に示 さ
れてい る*35。
農 家経 営請負制 が定着 した中国農村 で は,農 業
経 営規 模 の零細性 が深刻 な問題 とな り,適 正農 業
経 営規 模 を求 めて農業経 営 を再 度集 中す る動 きが
一部地 域 に出現 して いる。
農業経営 を再 度集 中す る さい,農 家 経営請 負制
の実施 に と もなって な し崩 し的 に付与 され ていた
「耕作 権」 を単 に 「農村 土 地 使用 権」 とい い か え
ただ けでは,集 団経営 の もとでの戸別 農家 の 「財
産権」 を保 障す る こ とがで きず,農 家 間の利 害対
立 を招 来 して しまう可 能性 が あ る。 こう した可能
性 をふ まえ た うえで の結 果で あろ うか。耕作 地の
流動化 は,現 在,中 国全域 で み る と,期 待 され る
ようにはすす んで はいない。集 団経営 の もとでの
戸 別農家 の 「財 産権」 を保 障す るこ とが困難 であ
るため に,耕 作 地の流動化 は,農 政 当局が 当初 想
定 して いた よ うには進展 していない といわ なけれ
ばな らない。 もっ とも,統 計 の対象 とな る地域 や
時期 の相違,あ るい は統 計処理 方法 の相 違 に よっ
て,算 出 され た数字 に大 分幅が み られる こ とは事
実 であ る。 したが って,こ こでは,筆 者が現段 階
で 整理 したか ぎ りで の統 計数字 を列挙 してお くこ
とに したい。
中国社会 科学 院農業政 策研究 中心 の副 主任 であ
る張林 秀 に よる と,1990年当時 で4～5%で あ っ
た耕 作 地 面 積 に 占め る流 動 面 積 の 比 率 は,2000
年 現在 で も7.7%ほ どにす ぎ ない*36。この10年
間 で わずか3%程 度 の伸 び に と ど まって い る。
また,中 国農 業 ・農 村 問題 の 大 家 で あ る杜 潤 生
は,現 在,耕 作 地 面 積 に 占め る流 動 面積 の 比 率
は,中 国全 域 で わず か1%ほ どにす ぎな い とみ
て いる*37。杜 の数字 は,か な り控 えめ な もの であ
る と考 え られ るが,張 の数字 に して も,耕 作 地流
動化 の進展 速 度は,緩 慢 で ある といわ なければ な
らないだ ろう。
しか し,新 華通 訊社(新 華社)の 陳芳 と宋 斌 に
よ る と,耕 作 地 面 積 に 占 め る 流 動 面 積 の 比 率
は,10%を 超 え る程 度 に ま で 上 昇 す る。 しか
も,漸 江 省紹興 県や 同余 挑県 等の先進 地帯 に地域
を限定す る と,耕 作 地面 積 に占め る流 動面積 の比
率 は,2000年末現在 で30%前 後 に も及ぶ*38。中
改 院 の直 近 の発 表 で も,「広 東省,漸 江 省,江 蘇
省 の土 地 流 動 面 積 比 率 は,18%」 に な っ た とあ
り,そ の結 果,大 規模経 営 にか ぎった平均経 営規
模 は10畝(1畝 はお よそ6.67アー ルで ある)に な
る とい う。 また,「内 陸 に位 置 す る安徽 省 な どの
農村 で も,耕 作 地の流動 化が すす んだ」 とい う指
摘 もみ られ る。 中改 院の発表 は,さ らに農業経 営
規模 拡大 の効 果 につ いて も触 れ,「1畝 あ た りの
農業 生産 額 は,1万 元以 上 とな り,従 来型 の単独
経 営 に比 して70%増 加 した」 と して い る*39。陳
と宋 の指摘 や 中改 院の発 表か らは,耕 作 地 の流 動
化 は,特 定の省域 に限定 され てい る とはい え,現
実 問題 を解 決 しなが ら徐 々に定 着 して きて いる と
もみ られる。
あ る抽 出調 査 に よる と,「農 村 土 地使 用 権」 が
設定 された とい って も,村 民委 員会 との あいだで
文書 によ る契約 に至 っ た農 民 は10%程 度 にす ぎ
ず,「土地 使用権 証」 を付 与 され た農 民 は1%に
も満 たない。 また,文 書 によ る契 約 を取 り交 わ し
た場合 でも,そ の内容 に不備 が多 く,法 律的 にも
技術 的 にも粗 雑 で ある。
この点 は,急 速 に改善 され てい るよ うに もみ え
る。 請負 期 間の 延 長手 続 きが 相 次 い だ1998年末
現在 で は,農 家 の大多数 が 「土 地請負経 営権証」
を受 け取 り,請 負 契約書 を取 り交わ してい る*40。
ただ し,こ の 「土 地請負経営 権証 」が 直 ちに 「土
地使用 権証」 に求 め られる要件 のすべ て を満 た し
て い る と判 断す る ことはで きない。 この点が 明確
にな るまで,も うしば ら く情 勢 を見守 る しか ない
と思 われ る。
農 家経 営請 負制 の正 式 的 な実 施 か ら20年余 が
経過 したが,そ の間,農 村人 ロも変化 し,周 期的
現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果 一67一
に耕作 地の調整 を しなければ ならなか った。 ある
調 査 に よ る と,平 均 で3.01回の 調 整 が な さ
れ,60%を 超 える農 村 と60%の 農家 が耕作 地 の
調 整 を経験 した ことにな るとい う。耕作 地の調整
に さい して,農 民 の 「財産権」 が相 当程度侵 害 さ
れ る事例 が相次 いで報告 されてい る。
耕 作地 の調 整 に よ って,「耕作 権」 の根 拠 が曖
昧 な当時 と 「農村 土地使用権」 の社 会的受容 に時
間 を要す る今 日と も,農 民 の 「財産権」 が侵害 さ
れ てい る事 例 に は事 欠 か な い。 さ きの杜 に よる
と,耕 作地 の調整 を試 み た農村 の動 向 は,大 き く
2つ に分類 され る とい う。調整 の幅 が大 き くも小
さ くもなか った全体 の20%に 相 当す る農村 と比
較 的 小 さか っ た全 体 の30%に 相 当 す る農 村 で
は,耕 作地の調 整は大 きな問題 を もた らさなか っ
た。 しか し,全 体 の20%に あた る農 村 で は,耕
作 地の調整 は,農 民 の農 業投 資 にたいす る積 極性
を著 しく奪 い去 った。杜 は,耕 作地 の調整 に明暗
を もた ら した もの は,耕 作地 の調 整規模の大 きさ
であ った,と 指摘 してい る*41。農民 の農業投資 意
欲 を奪 った耕作地 の調整 は,規 模 が極端 に過大 で
あ り,そ れ ゆえ農民 は,全 員が納 得す る まで幾 度
も集 会 を重 ねなけれ ばな らなか った。大規模 な耕
作地 の調整 は,あ ま りに多大 な機会 費用 を農民 に
強 いたので ある*42。
それで は,耕 作 地 の調 整 を実施 した こ とが ない
残 り30%の 農村 で は,い か な る情 況が 生 じて い
るの だろ うか。引 き続 き,杜 に よる と,耕 作 地の
調整 をまった く実施 してい な い残 り30%に あた
る農村 は,沿 海地域 の東南部 に集中 している とい
う。 沿海地域 の東 南部 とは,先 述 した広 東省,}折
江 省,江 蘇省 な どの経 済の先 進地域,と りわ け珠
江 デ ル タ地 帯 や 長江 デ ル タ地帯 で あ る。 こ こで
は,農 外 産業 が発展 し,新 規雇用が恒 常的 に生 み
だ され ている。農民 の所得源泉 は多様化 し,耕 作
地の 自然資源 としての役割 は大 き く低下 した。耕
作 地 は,自 然資源 と してで はな く,む しろ資 産価
値 を もった取引 の対 象物 として存在 しているので
あ る*93。要す るに,耕 作地 の調 整が まった く実施
されてい ない農村 で は,農 家所得 におけ る農業所
得 の比率 は低 下 してお り,耕 作地保 有 にた いす る
農民 の意欲 は著 し く低 下 してい るので あ る(そ れ
ゆえ,こ のような地域では,現 地 に戸籍 を有 しない
「外郷人」 による 「農村土地使用権」の取得がすすん
でいる)。また,前 述 の渠 が 実施 した吉 林 省双 陽
区新 安鎮,同 徳恵県五 台郷,広 東省深堺 市龍 歯区
竜 岡鎮 六約村 等 につ いての調査結果 も,こ の杜 の
指摘 を支持 している*94。
農業経 営 を集 団化 す るとい う先述 の動向 に並行
して,こ の集 団経営 に郷 村権力 の座 にある人物 の
恣意 が働 きやす くな った。
集団経営 を実行す る うえで 「農村土地使 用権」
が地 方政府 や権 力 を もった特 定個人 に よって恣意
的に利用 されて しまっては,農 業生産 に負の影響
を与 え かね ない。 もちろ ん,地 方 政府 や 権 力 を
もった特 定個人が耕作 地の流動化 を促 す こ とは,
一概 に否 定 され るべ きことで はない。先述 した よ
うに,筆 者 はむ しろ,そ の積極 的意義 を認 めてい
る。 しか し,そ の さい に は,「農村 土 地使 用 権」
の内実 を喪失 しない よ うな配慮 が求 め られ るの で
ある。
さきの 中改 院発 表 は,こ の問題 にたい して,と
くに強 く警鐘 を鳴 らしてい る*45。湖南 省津市市 白
衣鎮荷 花村 の幹 部 は,「土 地の流 動化 を活性 化 す
る」 とい う名 目の もとに,近 ごろ農民 に付与 され
て い る責任 田*46の競売 を強行 した。荷 花 村 農 民
は仕方 な く,金 銭 を借 り入 れ るか 借 用証 書 を書
き,い わゆる 「十 地経営権」 を購 入せ ざるをえな
か った。 また,漸 江省某村 で は,昨 年3月,責 任
田の 「土地経営権 」 を1畝 あた り100元,有効期
間30年 間で買 い とる こ とを農民 に要 求 した。 こ
う した事 例 は,耕 作 地の流動化 と農業経営規模 の
拡大 が遅 々 としてすす まない ことに業 を煮 や した
地方政 府が,農 業経営 の効率化 を掲 げて耕作 地の
強制 移転 をはかった もの とも考 え られる し,ま た
「農村 土地 使用権」 の流動 化 と農 業経 営規 模 の拡
大 を促進す る政策 に便乗 して農民 か ら不 当に金銭
を巻 きあげた もの とも考 え られ る。 公共の福祉 と
個 人の権利 の調停 は,い か なる国家 で も困難 な問
題で あるが,こ れ らの事 例で は どち らに して も,
農民 の 「財産権」 が一方的 に侵 害 され た ことに変
わ りは ない。い や,む しろ憂 慮 すべ きこ とは,
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「財産権 」 を侵 害 した とい う認 識 それ 自体 を村 民
委 員会が 当初 か ら欠落 してい るお それがあ る とい
うこ とであ る。 「農村 土地 使用 権」が 「財産 権」
と して正 当に認 知 されていない とい う事 実 は,社
会 的公正の実現 を損 な う危 険性 を常 に許容 して い
る とい うこ とであ る。都市 と農村 との格 差だ けで
な く,都 市 と都市,農 村 と農村,そ して都 市内や
農村 内の経済格 差が社会 問題 と化 してい る今 日,
社会 的公正 を損 な う行為 は,で きるか ぎ り回避 し
なけれ ばな らない。
国家 ・集 団 ・農 民 間 の利害 関係(分 配問題)が
複雑化 したこ とを受 けて,社 会 的 に最 も弱 い立場
に立 た される農 民の経済的 負担が増大 してい る。
表1に み る ように,地 方税 に分類 される農牧業
税 収 をは じめ とす る農 業 関連 税 収 は,1990年代
に入 って大幅 に増 加 した*47。また,こ こに示 され
てい ない各種 費用の農民負担 額 も,同 時期 に引 き
上 げ られ る傾 向 にあ っ た とい わ れ て い る。 「収
費」(行 政 経 費),「集 資」(建設 事 業 経 費),「灘
派」(その他割当)の 名 目で地方政 府 に徴収 され る
各種 費用 は,徴 収 の 基準 に不 透 明 な ところが 多
く,憂 慮 す べ き問 題 とな っ て い る(行 き過 ぎた
「収 費」,「集 資」,「灘 派」の 徴 収 を 「三 乱」 と 呼
ぶ)。表1で は,農 業 関連税 収 は,1997年を頂 点
に して 減 少 して い る。 しか し,表2,図1,図2
か ら推 察 され る ように,農 産物 の交易条件 が悪化
の一途 をた どってい るこ とを考慮 す る と,農 民の
農業 関連税 負担 は,依 然 として重 い といわなけれ
ばな らない。
中央 政府 は,こ う した動 向 を深 く反省 し,現 在
で は 「三 農(農 業 ・農村 ・農民)政 策」 を掲 げ る
な ど,農 民負担 の軽 減 に全力 を傾 けるこ とを重要
方針 のひ とつ としてい る。昨年2月,農 村税 費改
革試点工作 会議 を安徽 省で 開催 した こ とは記 憶 に
新 しい。 また,1980年代 半 ばか ら各種 通 達 を発
し,農 民 負担 の軽減 をはか る ように地方 政府 に指
示 してい る*48。農民負担 軽減策 と して最 も重 要 な
意味 を もつ ものは,昨 年3月 に開催 された第9期




1987 50.36 48.96 1.40
1988 73.01 46.90 4.95 21.16
1989 83.99 56.81 10.25 16.93
1990 86.68 59.62 12.49 14.57
1991 88.76 56.65 14.25 17.86
1992 115.56 70.la 16.24 29.22
1993 119.53 72.65 17.53 29.35
1994 219.67 119.51 63.69 36.47
1995 259.83 128.12 97.17 34.54
199s 344.26 182.06 131.00 31.20
1997 365.14 182.38 150.27 32.49
1998 339.81 178.67 127.79 33.35
1999 327.54 163.08 131.43 33.03
注1994年以後,農 林特産農業税は,農 業特産農業税にあらため られた。




















対前比 品 目 対前比
一3 .4 大根(1級) 一9 .5
一2 .3 ピーマ ン(1級) 一10 .6
一8
.9 ジ ヤガイモ(1級) 一1 .4
一2
.3 ホ ウ レン草(1級) 一11 .4
4.1 豚肉(大 腿肉) 一2 .3
一20 豚肉(赤 身精肉) ..
8 牛肉(大 腿肉) 一1 .3
一11
.6 羊肉(大 腿肉) 1
一16
.8 鶏肉(内 臓抜 き) 一4 .9
一17 .9 鮮卵(2509) 一5 .4
一6
.2 大 刀魚(250g) 2.8
一4 .6 鱒 魚(5009) 5.2
一3
.4 リンゴ(紅富士1級) 0
一16 梨(鴨 梨1級) 一13 .6
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注1999年10月25日 と2000年10月25日 の 全 国 平 均 価 格 の 比 較 で あ る 。
資 料 《中 国 物 価 》 編 輯 部 『中 国 物 価 』1999年第11期,40～43頁,同,2000年 第11期,40～43頁。
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1-一 綿花 一 肉類 一 野菜 一 食用油原料 →←砂糖作物
資料 図1に 同じ。
出所 日中経済協会,前 掲書,2頁 。
全 国人民代表 大会 第4回 会 議 にお いて,朱 錯 基 国
務 院総 理が 農民か ら余 剰農 産物 を保 護価格 によっ
て無 制 限 に買 い あげ る こ と を約 束 した こ とだ ろ
う。 この約束 が実現 され ていれ ば,農 民 のほ とん
どの農 業所得 は,以 前 に比 して かな り安 定 して い
る に相 違 ない。
しか し,こ れ に よって,す べ ての問題 が解決す
る とい うわけに はいか ない。農業生 産が構 造調整
を必要 とす る段 階 に きて いる こ とは,だ れの 目で
み て も明 らか な事 実 で あ る。農 産 物 は,1990年
代 後半 以降,確 実 に生 産過剰 基調 にあ り,農 業経
営 は,中 央政府 の価格 補填 な くして成立 しな くな
りつつ あ る。 図3に 示 され る よ うに,国 家財 政赤
字 額 は,近 年大 幅 に増 加 してお り,農 産物価 格補
填 額が 国家財政 支 出の重荷 にな って きて いる こ と
は疑 いない*49。農産物価 格補填 額 と して支 出 され
る財 政負担 分 は,2000年には,778億元 に まで達
し*50,さらに農 民 か ら余 剰 農 産 物 を保 護 価 格 に
よって無制 限 に買い あげ るこ とを約 束 した昨年 に
は,前 年 をは るか に上 回る農産物価 格補填 額が計
上 されてい る可 能性 が高 い。農政 は,農 民 負担 の
軽減 と国家財政 赤字 の拡 大 とい う構 造的 問題 を抱
え込 むか たちに なってい るので あ る。
中国 政府 は,昨 年12月 に確 定 したWTOへ の
加 盟 にあ たって,農 産物 価格 補填額 の上 限 を生 産
総額 の8.5%に制 限す るこ とを約束 して い る。公
表 され た最新 の統 計 にな る2000年には,農 業生
産総額 は2兆1267億 元 であ り,農 産物価格 補填
額 は778億元 で あ っ た。 した が っ て,2000年の
農 業 生 産 総 額 に 占 め る 農 産 物 価 格 補 填 比 率
は,3.6%程度 とい う計算 に なる*51。2000年当時
で は,ま だ余裕 を残 して いた とい う ところで あろ
う。 しか し,近 々 公 表 さ れ る2001年の 統 計 で
は,は た して余 裕 は残 されてい るのだ ろ うか。農
産物 価格 補填額 の削減 と農業 の国際 競争力 の向上
を実現す るため には,や は り長期 の安定性 と明確
な保 障 を具備 した 「農村 土地使 用権」 を農村 社会
に定着 させ る ことに よって耕作 地 の流動化 をはか
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図3国 家財政赤字額と農産物価格補填額

















農産物価格補填額は,食 糧 ・綿花 ・油糧作物価格補填額 と肉食品価格補填額の合計か らなる。
国家統計局 『中国統計年鑑』(2001年版)中 国統計出版社,2001年,245,260頁よ り作成。
り,農 業 の土 地生 産性 と労働 生 産性 を ともに向上
させ てい く以 外 に根 本的 な解 決法 は ない ようで あ
る。 当然,そ れ を実 現す る ため に は,農 村 過剰労
働力 を農外 産業で 引 き受 け るこ とが前提 となる。
WTOへ の加盟 に ともな う中期 的 な問 題 にた い し
て長期 的 な解 決法 しか提 示 で きないこ とが,現 代
中 国農 業 ・農 村 問題 の 最 大 の 苦 悩 とい え る だ ろ
う。
そ れ で は,続 い て,1993年に河 南,漸 江,広
西,吉 林4省8市 県82か 村 で実 施 され た土 地 制
度調査 の結果報 告 を,国 務 院発展研 究 中心 農村経
済研 究 部 の劉 守 英 が 発 表 した2つ の 論 考*52*53を
通 じて少 し詳 しく検討 してみ る ことに したい。 こ
の土地 制度調 査の結 果 は,い まあ らた めて読み 直
す な らば,現 在 と将来 の 「農村 土地使用権 」 の権
利義務 関係 を考 える うえで,き わめて有 意義 な も
の であ る とい い うる。劉 に よる と,こ の土地制 度
調 査 の対 象地 域 は,「経 済構 造,農 民収 入,生 活
水 準,作 付 構 成,地 理 的位置,土 地 資源の賦 存度
〔可耕地の広 さや地味 の程度 引用者〕 な どの 点
で 差異」 綱 を有 して い た とい う。 この よ うな差
異 は,当 然,こ れ までの 「農村 土地 使用権」 の定
着 とそれ に基づ いた耕作地 の流動化 に大 きな影響
を及ぼ してい るに相 違 ない。
最 初 に,調 査対 象地域 の経済 的特 徴 を確 認 して
お こう。表3に は,農 業 生産責任 制導入 直後 にあ
た る1981年時点 と,農 家 経営 請負 制 が 定着 して
久 しく請 負期 間が30年 に延 長 された1993年時 点
とにお け る調査 対象地域 の経済 実態が対 比 され て
い る。 一瞥 す る と,す べ ての市 県 にお いて,1人
あ た り耕作地面 積 と1戸 あ た り耕作 地面積が 減少
して いる よ うす が理解 され よう。 この 間,労 働力
人 口の増加率 が耕作 地面積 の増 加率 を上 回 ったた
め に,耕 作地 の調整 を行 わ ざるをえ なか った と思
われ る。 その結 果,1人 あ た り耕作 地 面積 と1戸
あた り耕 作 地 面 積 は,必 然 的 に減 少 す る こ とに
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なった。 もっ と も,こ の間 に は,1畝 あ た り穀物
生産 量 が増 加 して お り(土 地生産性の上昇),こ れ
に応 じて,1人 あ た り所 得 も大 幅 に増 加 して い
た。 農民 の実質 的生活水準 は,農 家経営 請負制 が
定着 す るにつれ て,飛 躍 的 に改 善 されてい った と
判 断す るこ とが で きる。非 農業所 得比率 が高 い漸
江 省3県 だけで はな く,そ の他市 県 とも,程 度の
差 こそ あれ順調 に農業所得 を伸 ば して きた。 おそ
ら く,こ の ような農業所得 の増加 に よる生活水 準
の 向上 には,化 学肥 料投 入量 の増 加や農 業機械化
の進展 な どの ほかに,耕 作 地 の流 動化 が少 なか ら
ず 関係 して きたはずで あ る。以 下で は,そ の 点 に
と くに留意 して,調 査結 果 を再検 討す るこ とに し
たい。
表4で は,現 行 の 「憲 法」 第10条 第2項 に規
定 され る ように,農 村 の 「土地所 有権」 が集 団 に
ある こ とを 「正 し く」理解 してい る農家 は,調 査
対象 となった800戸の うち397戸にす ぎなか った
こ とが わか る。1993年当時 にお いてす ら,299戸
の農 家が 「土地所 有権」 は国家 にあ る と認識 して
いた こ とは,現 代 中国 にお ける国家権力 の強大 さ
を物 語 る もの ともい え よう*55。ただ し,個 人所 有
と受 け止 め る農家 が わず か とはい え存 在 した こ
と,ま た 「農村土 地使用権 」 の不 完全性 を訴 え る
農 家 が少 な か っ た こ とは,こ れ らの 地 域 にお い










1981年 1993年 1981年 1993年 1981年 1993年 1981年 1993年
1人あた り耕作地面積(畝) 1.18 1:' o.so 0.44 1 0.66 :1 1.56
1戸あた り耕作地面積(畝) 2.89 2.65 4.22 :1 3.75 3.45 4.60 4.14
1畝あ た り穀物 生産 量(キ ロ) 645.0 733.0 674.0 682.8 690.0 897.7 218.0 575.7
1畝あた り穀物納入量(キ ロ) ., 165.5 116.7 81.8
1人あた り所得(元) 532.0 1687.0 206.0 1184.0 396.0 2339.9 20s.a 959.0
非農業所得比率(%) 59 64 78 22









1981年 1993年 1981年 1993年 1981年 1993年 1981年 1993年
1人あた り耕作地面積(畝) '1 4.47 4.10 :1 2.50 2.30 1.87 1.70
1戸あた り耕作地面積(畝) 4.50 4.53 4.40 4.10 5.40 4.70 5.10 '1
1畝あた り穀物生産量(キロ) 270.0 373.1 429.0 544.6 304.0 458.5 485.0 557.5
1畝あた り穀物納入量(キロ) 142.7 185.7 126.0 212.0
1人あた り所得(元) 408.0 759.0 471.0 929.0 118.0 865.6 251.0 973.0
非農業所得比率(%) 11 16 17 9
村固定資産額(千 元) 7.00 10.30 10.60 6.90 0.99 1.70 6.59 11.70
注1人 あた り所得は,1981年については純所得,1993年については明確 な記載がない。
出所 劉守英 「中国農地集体所有制的結構与変遷」遅福林編 『走入21世紀 的中国農村土地制度改革』中国経済出版社,2000年,106
～107頁。
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個人所有 4 3 3 1 1 3 2 3 20
集団所有 45 91 64 43 43 37 33 41 397
国家所有 50 5 24 52 52 59 61 55 358
使用権は不完全である 1 1 9 4 4 1 4 1 25
注1調 査村 落数は,漸 江省邨県から順に,10,10,10,10,13,13,6,10村落である。
2調 査戸数は,合 計800戸,各市県ともそれぞれ100戸ずつである。
3原 典では,漸 江省鄭県は,単 に鄭県 と表記 されてお り,筆 者は当初,河 南省鄭県であると考えていた、 しか し,劉 は,翌 年 も
同一一調査の結果に基づいた論考を発表 し,そ こでは(河 南省)鄭 県ではな く,漸 江省邨県 としている。 とくに1999年の劉の論考
に登場する表4(本 稿では,表6と して掲載 している)は,2000年の劉の論考 に表3-17として再登場 してい るので,1999年の
劉の論考にある(河 南省)鄭 県 とい う表記は明 らかに,漸 江省鄭県の誤 りであったと判断 される。本稿では,以 ドで も,1999年
の劉の論考か ら転載 した表5と 表7を 掲載するが,こ こでは,(河南省)鄭 県と表記されている地域 を漸江省鄭県 と改めることに
した。




















有 93.6 72.5 79.4 77.4 loo.o 92.8 100.0 goo.o
無 6.4 27.5 Za.s 22.6 0.0 7.2 0.0 o.o
2.農産物 販売 権
有 91.8 72.5 78.4 :11 100.0 sl.a 11 o.o
無 8.2 27.5 21.6 20.0 o.o 9.0 100.0 100.0
3.土地 譲渡 権
有 68.2 53.4 30.4 33.9 100.0 89.2 100.0 63.4
無 31.8 46.6 69.6 66.1 0.0 12.6 11 36.fi
4.土 地抵 当権
有 0.9 o.o o.o o.o 0.9 12.6 o.o a.o
無 99.1 100.0 100.0 goo.o 99.1 87.4 100.0 100.0
5.土地相 続権
有 37.3 52.2 1.0 26.1 11 64.9 !1 46.5
無 62.7 47.S 99.0 73.9 100.0 35.1 100.0 53.5
注1表4注1～3と 同 じ。
2明 らかな数値の誤 りを…箇所訂正 した(1折江省東清県の耕作権の無:7.5→27.5)。
出所 劉,前 掲 「改革以后 的中国 農村地 権状 況 及相応 的政 策考慮」遅編,前 掲 『中 国農民 的期目分 長期 而有 保障 的土地 使 用
権』,110頁。
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管理せず 0 0 0 10 0 0 17 0 27
請負地のみの管理 0 0 0 10 6 0 0 0 16
所有地の管理 100 70 100 80 44 80 33 80 587
規定な し 0 30 0 0 50 20 50 20 170
2.村民の村規定違反
村規定の徹底 so 40 50 70 13 40 17 0 290
福利の停止 10 0 20 0 0 0 0 0 30
土地の回収 10 0 0 0 19 40 0 80 149
その他 20 60 30 30 68 20 83 20 331
3.土地 の相続
許可 40 80 60 30 69 30 ss 53 .・
村の同意があれば許可 20 10 20 30 19 10 17 20 i4s
口糧田のみ許可 0 0 0 0 0 10 a 1 11
不許可 0 0 20 20 0 20 17 9 ss
その他 40 10 0 20 12 30 0 17 129
4.土 地の 譲渡
(1)有償譲渡
許可 30 90 60 50 63 40 33 lao 4fi6
村の同意があれば許可 50 10 40 0 13 40 0 0 153
不許可 10 0 0 20 6 0 33 0 fig
その他 10 0 0 30 18 20 34 0 112
(2)無償譲渡
許可 30 0 70 50 63 50 83 80 426
村の同意があれば許可 7a 50 30 40 13 30 17 0 250
不許可 a 10 0 0 6 0 0 20 36
その他 0 40 0 10 18 20 0 0 88
(3)永久譲渡
許可 20 50 20 20 6 60 17 40 233
村の同意があれば許可 50 20 40 la 13 30 0 20 183
不許可 20 20 20 20 19 0 83 20 202
その他 10 10 20 50 62 10 0 20 182
注 表4注1～3と 同 じ。
出所 劉,前 掲 「改革以后 的 中国農村 地権状 況 及相応 的政 策考 慮」遅編,前 掲 『中国 農民 的期目分 長 期而 有保 障 的土地 使用
権』,108～109頁。








すべ きである 27 32
すべ きでない 32 40
どち らで も よい 41 28
2.経営 請負 期限
5年未満 5 36









































注 表3注1～3と 同 じ。




























た ことを証 明 して い る。
表5で は,農 民 に 「農 家 経 営 請 負 権」(第1章
で言及 した 「土地の請負経営権」 と同義 であ る)の
具体 的内容 をたず ねて いる。 この問 いは,裏 を返
せ ば,農 家経 営請負 制の導 入後,農 民 自身が耕 作
地 にたい して どの ような権 利 を もつ よ うになった
と認識 して い るか,を たず ね た もの とみ な しう
る。1993年当時 で は,「農 家経 営 請負権 」が 複 数
の権 利か らな るこ とをす で に共通 認識 と していた
が,や は り 「耕作権 」 と答 えた農家の比 率 が最 大
で あ り,次 いで 「農産物販 売権」 と答 え る農家 の
比 率が 高 か った。 「農産 物 販 売権」 と答 え る農 家
が存 在 しなか った広西省安 福県 と同南城 県 では,
市場へ の 農産物販 売が あ ま りす す んでい なかった
の か もしれ ない。 あ るいは,両 県で は,市 場へ の
農 産物販売 が本格 化す る以前 に,都 市へ の 人口流
出が急 激 にすす んだ のでは ないだ ろ うか。耕作 地
を他 者 に預 けた まま帰村 しな くな った者が 多いの
で は ないか と推察 される。現 に,安 福 県で は,農
家 のすべ てが 「土 地譲渡権 」 を もつ ようになっ た
と答 え て お り,同 様 に,南 城 県 で も,農 家 の
63.4%が「土 地譲 渡 権 」 を付 与 され た と答 えて
い る。 また,表5で は,「土 地抵 当権 」 と答 え る
農 家 はまった く存 在 しないか,ほ とん ど存 在 しな
か った。 「土 地抵 当権」 が 「農家 経営 請負 権」 の
一要素 として農村社 会で認 知 される よ うに なるに
は,ま だ若干 の年 月 を必要 とす るのであ ろ う。
表6で は,戸 別農 家の立場 か らでは な く,国 家
お よび集団 の立場 か ら,国 家利益 お よび集団利益
を保 障す る手段 と して,「農村 土 地 使用 権」 が 今
後 どの ように利用 されて い くか を予 想す るこ とが
で きる。1993年当時,土 地 放 置 が 問題 とな る事
例 は,や は り先進経 済地域 に位置 す る漸江 省3県
で 多か った ようであ る。村 民委 員会 は,き わ めて
多 くの 農家 の耕 作 地 利 用 に干 渉 してい た。 しか
し,漸 江省3県 を含 む市県 の多 くで は,耕 作 地 の
「所 有 権」 を代表 す る村民 委 員 会が村 規 定 を徹底
させ る こ とに よって,土 地 放置 問題の多 くを解 決
して しまえた よ うであ る。 耕作地 の 回収 にまで及
ぶ場 合 は,吉 林省 公主嶺市 と広西 省南城 県 を除 く
と,あ ま り多 くない。残 りの6県 で は,罰 則 を課
す こと よ りも,相 続 や譲渡 を許容 す る ことに よっ
て,土 地放 置 を防いで いた よ うすが窺 え る。譲 渡
の形 態 をみ る と,無 償譲渡 を行 った農家 が多 か っ
た ことに驚 か され よ う。張 継焦 による と,無 償 譲
渡 の多 くは,親 族 間で な され てい る とい う*5fi。筆
者 は,こ の張の指摘 か ら,無 償譲 渡 は現 代 中国農
村 に分益小 作制 度 を復活 させ た もの では ないか と
考 えて いるが,譲 渡後 の利 益分 配の有無 につ いて
は,目 下 の ところは っ き りとした記述 をみ いだせ
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て いない。 また,秦 慶武 は,無 償譲 渡 は単 なる農
家 間の個 人的関係 に基づ くもの では な く,村 民 委
員 会 を通 じた耕 作 地 の 再 分 配 で あ る と述べ て い
る*57。ただ し,秦 は,村 民 委員 会が いか なる基 準
で耕作 地 の再分 配 を行 って いるか につ いて まで は
触 れて いない。無 償譲渡 の意味 づ けは,耕 作 地の
再 分配基準 を どの よ うに設定す るか に よって,大
き く変 わるで あろ う。 また,譲 渡期 限 を定 め ない
永 久譲渡 を行 った農家 が多 い こ とか らは,離 農世
帯 が着実 に増加 して いた よ うす も窺 える。
最後 に,表7で は,過 半数 の農家 が農家経 営請
負 制が 不変 の政策で あ るこ とを望 んでお り,具 体
的期 限 と して は,15年 か そ れ以 上 を期 待 して い
た こ とが示 され てい る。 中改院 の提 言や 政府 の方
針 は,農 民 の期待 に沿 うもので あ ったこ とが わか
るだろ う。
これ まで に確 認 した こ とを ま とめ る と,「農村
土地使 用権」 が法規 で明確 に規 定 されてい ない段
階 では,農 家経営 請負期 間が いか に長期 化 してい
よ う と,農 民 の 「耕 作 権 」 は きわ め て 不 安 定 で
あ った。 また,「農村 土地 使 用権」 が 法 規 で明 確
に規定 され,「農家経 営 請 負権 」 の 内容 が重 層 化
す るに至 っ て も,こ れ らの権利 を侵 害 した さい に
とられ るべ きはずの行 政措置 が等 閑に されれ ば,
現 行法規 の効果 はない に等 しか った。個 人間や個
人 と集 団間 の利 害 の調停 役 であ るべ きはず の村 権
力の執行 者が利 害 関係 を もつ当事者 になる よ うな
場 合,問 題 は さ らに深 刻 さを増 してい た。
また,1993年の土 地 制 度調 査 の結 果報 告 をあ
らためて検討 し直 した結果,興 味深 い点 がい くつ
か 浮か んで きた。 これ らの 地域 で は,「農 村 土 地
使用権 」が 設定 された早 々 に,土 地財産 をめ ぐる
さ まざ まな権 利 義務 関係 を処理 して お り,「農村
土地使 用権」 の設 定 を以前 か ら待 望 してい た よう
すが窺 えた。 こ うした権利 義務 関係の 農村 社 会へ
の定着 には通常多 大 な時 間 を要 す るであ ろ うこと
を考慮 す る と,こ の 土 地 制 度 調 査 の 対 象 地域 で
は,「農村 土 地 使 用権 」の 設 定 に先 立 って,土 地
財 産 をめ ぐる権利 義務 関係 が一 部成立 して いたの
で は ない だ ろ うか,と さえ推 察 させ うるの で あ
る。 さ らに,こ れ らの地域 間では,権 利義務 関係
の具 体 的 内容 に 関す る差 異 が 拡 大 しは じめ て お
り,同 一地域 内 で も,個 々の農民 が土地 財産 をあ
ぐる権 利義務 関係 に たい して幅広 い認識 を もち は
じめ て い た こ とが わか った。1993年に実 施 され
た土 地制 度調査 の結果報 告 に示 された土地財 産 を
め ぐる さまざ まな権利義 務 関係 の具体 的内容 に関
す る差異 は,現 在,農 政当局 が中 国全域 において
「農村 土地 使 用権」 の定 着 を推 進 して い くに あ た
り,地 域 固有 の情況 に応 じて どの ように対処 して
い くべ きで あるか をあ らか じめ示す もの であ った
とい え よう。
さて,そ れで は,今 後 の農政 に求め られ るこ と
は何 であ ろ うか。農 政当局 と村民 委員会 は,何 を
実行 して い くべ きであ ろ うか。筆 者 は,以 下 の よ
う に 考 え て い る。 まず 最 初 に,「農 村 土 地 使 用
権」 を 「財 産権」 と して確 実 に保 障す る法規 の整
備が急 務 であ る。 と同時 に,そ れ を農村社 会へ徹
底 させ る ことが必 要不可 欠で ある。 これ はす なわ
ち,中 華 人民共和 国成立 以前 の土 地慣 行 にみ られ
た 「中 人」,同族,四 隣 の役 割 を国家 と村 民 委 員
会 が代行 して い くこ とに ほか な らない。近代 中国
社 会 にみ られ た 「共 同体 」機 能 に欠け る今 日,そ
れに代 わ るメ カニ ズムの創 出が求 め られ よう。歴
史的時 間 を積 み重ね る こ とに よって結 実 した土地
慣 行 を短 時 間で再構 築 す るため に,国 家 と村 民委
員会 は莫 大 な代価 を支払 わな けれ ば な らないの で
あ る。 また,「農村 土 地使 用 権」 をめ ぐる係 争 を
未然 に防 ぐため に,農 政 当局 と村 民委 員会の監督
機能 を強化す るだけで はな く,監 督機能 を もつ に
相応 しい農政 当局 と村 民 委員会 の 自己管 理 システ
ムを構 築 して いかな ければ な らない。 さ らに,農
政 当局 は,徹 底 して 自己管理 に努 め た うえで,地
域 固有 の情 況 を斜 酌 して,「農村 土 地使 用 権」 の
具体 的内容 に弾力性 を もたせ てい く必 要が ある。
この場 合,耕 作地流 動化 の進展 が著 しい先進 地域
の経験 を盲 目的に後進地域 にあて はめ るこ とだけ
は,厳 に慎 まなけれ ばな らないだ ろ う。
2000年6月,中改 院 は,「農村 土 地使 用権 立 法
的建 議」 を ま とめ,2001年4月か ら今 日 に至 る
までそ れ をウェブ ・ペ ー ジで公開 してい る*58。ま
た,こ の補 足 文書 と表現 して もよい 「土地 法制」
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に つ い て の 見 解 も,「農 村 十 地 使 用 権 立 法 的建
議」 を ウェブ ・ペ ー ジで公 開 したその わず か4日
後 に 公 開 す る に 至 っ て い る*cry。1998年7月の
「尽快 実現 農村 土 地使 用権長 期化 的建議」 が1998
年10月 の 中国共産党 第15期 中央 委員会 第3回 総
会で採択 され た中国共産党 中央 委員会 「関干 農業
和農村 工作若干重 大問題 的決 定」 に多大 な影響 を
与 えた こ とを考慮 す る と,今 回の建議 内容 も,中
央政 府の農村行 政 に多大 な影響 を及 ぼ してい るで
あろ うこ とは疑 いない。事実,昨 年6月 に開催 さ
れた第9期 全 国人民 代 表大 会 第22回 会 議 で は,
「中華 人民 共和国農村 土地請負法(草 案)」(以下,
「農村土地請負法(草 案)」と表記す る)が 審 議 され
た。た だ し,こ の法案 は,そ の名称 に示 され る よ
うに,あ くまで 「農業経営 請負権」 についての法
案 で あ って,「農村 土 地使 用権」 につ いて の法案
で は ない。中 改 院 の建 議 が め ざ した到 達 点 よ り
は,か な り後退 してい る よ うで あ る*fiQ。とは い
え,中 央政府 は,現 在 と りうる最大 限の対策 とし
て,耕 作 地流動化 の強制,請 負期 間の短縮,請 負
地の 回収,「機 動地」*fi1の過大 保留 な どを禁止 す
るよ うに地方政府 に呼 びか けてい る。 中央 政府 に
とって 「農村土地使用 権」 を 「財 産権」 として保
障す る ことは,農 業経 営規模 の拡 大 によって土地
利用 の効 率化 をはか る うえで も,ま た農村 社会 を
安 定 させ る うえ で も,避 け て は通 れ な い課 題 と
な っ て い る の で あ る*6L。「農 村 十 地 請 負 法(草
案)」は,「農村 土地使 用権」 を 「物権 」 として位
置づ け,最 終 的に は 「土地所 有権」 まで を も譲渡
可能 な権利 として認め てい こう とす る中改院の主
張 か らは後退 した もの であ るか もしれないが,現
代 中国農村 の現状 か ら判 断す るか ぎ り,適 切 な立
法措 置 であ るとい わなけれ ばな らないだ ろ う。
終章 結論
最後 に,現 代 中国農村 におい て今後 どの ような
農業経営 形態が選択 され てい くか,と い う問題 に
たい して簡単 に私 見 を述 べ,結 論 に代 えたい。 な
お,こ こで は,「農村 土 地使 用 権」 が 「財 産権 」
(「債権」)として …定 程 度 の排 他 的権 利 とな って
いる こ とを前提 にす る。
1990年代 半 ば か ら,農 村 株式 共 同組 合 の 結 成
が試み られてい る といわれ る棚。農村株 式共 同組
合 は,中 国 語 で 「農村 股イ分合 作 社」 と表 記 さ れ
る。 この うち 「股扮」 と表記 される部分 は,日 本
語で は持 ち分あ るいは株 とい う意味 であ る。 した
が って,農 村 株式協 同組 合 とは,集 団所有 の もと
に分散 した 「農村土地使 用権」 を再編 して,合 資
経営 を行 う経済組織 であ る,と 定 義で きよう。 農
村株式協 同組合 の多 くは,本 来,耕 作 地 を除いた
公有資 産 を相互 に利 用 し合 う目的の もとに結 成 さ
れたが,現 在で は,耕 作 地 を共同経 営す る まで に
至 ってい る。
この ような農村株 式協 同組 合が成立す るに至 っ
た背景 につい て簡単 にふ りかえってお こ う。公有
資産 の なか には,そ の性質上,物 理的 に分割が不
可能 な資産 と分割 それ 自体 は可能であ るが分割後
には利 用効率 が著 しく悪化す る資産 とが あ る。 集
団経営 か ら家族経営 に移行 した さい,す べ ての 農
村 で は,こ の ような性質 の公有資産 の分割問題 に
直面 す るこ とにな った。 山東省酒博市周村 区の農
村 行 政 担 当者 は,苦 悩 の 末,実 物 の分 割 で は な
く,数 値 に置 き換 え られた実物 にたいす る個 人の
持 ち分の分割,す なわち株 とい う形態 での分割 を
考 えつ いた。 これが全 国的 に普及 をみ,耕 作地 の
相 互利用 まで を も含 めた今 日の農村株 式協 同組合
の雛形 にな っていったので ある*64。
農村株式協 同組合 は,個 人単位 で は困難 きわ ま
る 「農村 十地使用権」 の集 中 を容 易 にす る組織 で
あ る。 と同時 に,耕 作 地の調整 をも容易 にす る。
なぜ な らば,耕 作 地の調整 を実 際 にす る必 要が な
いか らであ る。 さらに,農 村株式協 同組合 は,農
業労働 力の農外 産業へ の移転 を支援す る組織 と し
て も評価で きる。 あ る農民 が試験 的 に農業 経営か
らの離脱 を考 えた場 合,農 村株式 協 同組合 に 「農
村 土地使用権」 の行使 を委託 してお けば,離 農期
間中 もその持 ち分 に応 じた所 得の配分 をうるこ と
がで きる し,帰 農 もしやすい。 この点は,耕 作地
を完 全 に個 人所 有化す る形 態 と集 団所 有の枠組み
を維持 した まま 「農村土 地使用権」 のみ を付与す











































地使 用権」 は,現 代 中国農村 に受容 され は じめた
ばか りにす ぎず,ま た一部地域 では耕作地流動化
を強 制す る な どの 問題 を もた ら して い る。 しか
し,改 革 と安 定,効 率 と平 等 を同時 に追求す る う
えで は,お そ ら くこれ以外 に とりうる選択肢 はな
い。 農外産業 の発 展 と歩調 を揃 えていか なければ
な らないこ とか ら,中 国全域 にお ける土地利用 の
効率化 と土地財 産の保障 の実現 には まだ まだ時 間
を要 す るだろ う。 現在,農 政当局 と村民 委員会 に
求 め られて いる もの は,両 目的 を実現 して い くた
め の健全 な平衡感 覚 と忍耐力 であ る とい える。
注
*1家 族農業経営は,以 下の 「文件」が発表 されるたびに,そ
の内容の強化,拡 大,多 様化をみた。中国共産党や国務 院に
よる以下の決定は,常 に農村 の現状 を追認す るかたちで くだ
されていったのである。
















*2中 国共産党中央委員会,前 掲 「関干一九八四年農村工作的
通知」。
*3中 国共産党中央委員会,前 掲 「関干当前農業和農村経済発
展的若干政策措施」。
*4中 国農業年鑑編輯委員会 『中 国農業年鑑』(2000年版)農
業出版社,2000年,104～105頁。
1999年末現 在,全 国 の農村の大 部分が 請負期 間延長(30
年)手 続 きを完 了 した とい う。本年鑑 では,1999年をふ り
かえ り,請 負期間延長工作は順調であったと総括 している。
*5「土地使用権」の設定 は,過 剰生 産に よる農業利益の長期
低下傾向に直面 している中国農業にとって,構 造調整 を円滑
にすすめるうえで も必要不可欠な前提 である,と 考え られて
いる。
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*6拙 著 『近代中国におけ る農家経営 と土地所 有 一ts2a～30
年代 華 北 ・華 中地 域 の構 造 と変動』御 茶 の水 書房,2000
年。
筆者 は,「包幹到戸」(農家経営請負制)の 実施に ともな う
農民への 「耕作権」の付与 とその 「転包」(移転)の 進展が
中国農業 に今後 どのような影響 をもたらしうるか とい う点を
追究するために,拙 著において歴史的かつ予備的考察 を試み
ている。
*7張 其中 ・劉其波 ・鄭南海 「如何従政策体制上激励農戸対土
地的投 資」求是雑誌編輯委員会 『求是jl988年12月号。
張 ・劉 ・鄭は,1980年代半ばの湖南省臨湘県で請負地放置
が問題 とされは じめていたことを報告 しているが,筆 者 は当
時,こ のような事例はかな り広い地域でみ られた と確信 して
いる。
*8張 ・劉 ・鄭,前 掲論文。
*9中 央政府は,1988年下半期を頂点 とする経済過熱にたい し
て,金 融 引締政 策 を実施 した。都市の企業 は相次いで倒産
し,雇 用機会を失 った農民は大挙 して農村 に引 き上げた。実
際,農 民が請負地 を社会保障手段 として保有 し続けるこ とに
は,き わめて大 きな意味があったのである。
*10顧 祝軒 「中国 における出譲土地使用権の法的性質 につ い
て 中国土地所有権法研究序説」早稲 田大学法学会 『早
稲田法学』第75巻第2号,2000年3月。
*11顧 ,前掲論文。
*12松 尾弘 ・韓応飛 「中国における土地法改革 の所有論 的分
析 公的所有 の研 究II」横浜 国立大学 国際 経済 法学 会
『横浜国際経済法学』第7巻 第1号,1998年9月。
*13「中華人民共和国憲法」第10条第1項 および第2項 。
現代中国では,都 市 の土地 と農村 の土地 は所有主体が異
なって い る。憲法 の規定 に よる と,前 者 は国家所有 であ
り,後 者は集団所有であ る。 この ような相違 をもた らした
原因には,「社会主義」経済への移行 にともなう政府による
土地収用の実施時期が 若干異 なってい た ことが指摘 され
る。 これ以外に も,都 市 の土地 と農村 の土地では,公 共性
の水準が大 きく異 なってい るこ とが指摘で きよう。都市 の
土地は,主 として商工業用地であ り,広 く国民全体 の利益
に奉仕するものであった。他方,農 村の土地 は,家 族農業
経営 の伝統 に培 われた農民 の土 地支配 意識が きわめ て強
く,政 府権力は,せ いぜい村単位での公共性 を浸透 させ る
ことしかで きなかったのである。
集団所有 という場合の 「集団」 とは,三 級所有制 時代 で
は人民公社 ・生産大隊 ・生産隊を指 し,現 在 では農業集団
組織 と村民委員会を指 している。
*14渠 涛 「中国農村土地財 産権 の研 究一 集 団所 有の危機 と
再 生 を中心に」名城 大学法 学 会 『名城 法学』第47巻 第4
号,1998年2月。
*15「民法通則」で は,こ の4つ の 「財産権」に 「人身権」 を
加えた5つ の権利 を 「民事権利」 として規定 している。




*17中 国(海 南)改 革発展研究院農村土地使用権 立法研究課
題組 「中国農民的土地使用権 是物権還是債権」同編 『中国
農村 土 地 使 用権 立 法 和 制 度安 排』南 海 出版 公 司,2000
年,134頁。
中国(海 南)改 革発展研究 院農村土地使用権立法研究課
題組 は,農 村 にお ける 「土 地使 用権」が 占有,使 用,収
益,部 分的処分の権能 を有 していることか ら,そ れ を 「物
権」 として認識 している。かれらに よる と,単 に契約 に基
づ く権利義務関係 という位置づけから農村における 「土地
使用権」 を 「債権」 と認識す る立場 は,こ こでいう契約が
当事者間の 「自由意志」に基づ くものではな く,国 家 の政
策 と法律に よって与え られているとい う事実 をみていない
とい う。










となるであるが,本 稿で は 「農村土地使用権」に限定 した
考察を しているために,「国または」部分の記述 を省略 して
引用 している。
*24遠 藤 宏 「中国 にお ける 『本源的蓄積』 と 『資本 関係 の形
成』が生みだ した 『土地所有』の 『変容』」大東文化大学経
済学会 『経済論集』第68号,1996年12月。
遠藤は,1982年4月6日付 の 『人民 日報』に掲載 された
中国共産党中央委員会の 「全 国農村工作 会議紀要」の第二




*26中 華人民共和国成立以前の近代 中国社会では,「所有」 の
字義が今 日の意味合い とは大 き く異 なっていた と考え られ
る。 今日,所 有 とい うとき,そ れにはか ならず ヨーロ ッパ
大陸法でいう 「所有権」 という意味内容が被 さって くる。
しか し,近 代中国社会の土地 「所有」制度 をみ る と,一 筆
の土地の うえに存立するいか なる権利 もが 「所 有」 とい う
語で表 されていた。近代 中国社会で土地 「所有」者 といえ
ば,土 地にたい して何 らかの権利 を有す る者 とい う意味 を
で ることはな く,現 代 日本でい う所 有権者,永 小作権者,
一80一 現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果
質権者,抵 当権者な どの総称 といい うる ものであったので
ある。
*27柳 澤,前掲書。
中華人民 共和 国成立以 前の土地慣 行 は,以 下の 原因 に
よって途絶 して しまった。第一 に,市 場経済化の進展 によ
る 「共同体」機能の低下,第 二 に,近 代 国家の建設 を目的
にした ヨー ロッパ近代法の移植による中国在来法秩序の否
定,第 三に,中 華人民共和国成立 と前後 してすす め られた
中国共産党 に よる土地改 革の展 開。一 応,従 来の 「共 同
体」機能 に代わるメカニズムとして近代国家 とヨーロ ッパ
近代法が登場 したかたちになるが,こ の制度的改変 によっ
て,土 地財産か ら生 じる富 の配分が農民 間 ・農家 間で著 し
く偏る ようになった ことも事実である。中国共産党の土地
改革は,こ うした富 の偏在 にたいす る対抗運動 として は評
価 されるべ きものであるが,土 地移動 を完全に否定 して し
まったとい う点 において新たな土地問題 をつ くりだ した と
もいえる。
*28季 ,前 掲書,166頁。
農業集団化時代 にどの程度農村人 口が膨 れあが ったかを
確認 してお こ う。1949年の建国 当時,総 人口は5億4000
万,う ち農村人口は4億8000万 であ った。これ にたい し
て,家 族農業経営 に回帰 したばか りの1980年,総人口は9
億8000万,うち農 村 人 口は7億9000万と報告 され て い
る。農村 人口 は,1.64倍に な った計 算 にな る。「一 人 っ
子」政策の導入後 も,増 加率 は抑 えられた とはいえ,総 人
口 ・農村人口とも増加 してお り,1999年現在では,総 人口









4月,中 改院がおかれている海南 島が広東 省か ら独 立 して
省に格上げされ経済特別区になった ことは,周 知のとお り
である。中改院は,経 済特別区設立 に沸 く海南省 ブー ムの
なかで,旧 国家経済体制改革 委員会(1982～98年),海南
省政府,民 間企業の支援 のもとに,1991年11月に設 立 さ
れた民 間団体である。市場経済への移行に ともなう経済理
論 と経 済政策の研究 を主たる業務 とし,人 材の育成機関,
さらには政府の諮問機関としても機能 している。
*32遅 福林編 『中国農民 的期目分～ 長期而有保障 的土地使 用
権』外文出版社,1999年。
本書 は,中 改院が積み重ねて きた農村 土地政策研 究の報
告書である。1998年7月に中央政府 に提出 した 「尽快実現
農村土地使用権長期化的建議」(1998年10月の中国共産党
第15期中央委員会第3回 総会で採択 された中国共産党中央
委員会 「関干農業和農村工作若干重大 問題的決定」 に大 き
な影響 を与 えた)を は じめ,諸 外 国の土地制 度改革 の実
態,中 国農村 における土地制度の現状,中 国農村 の土地制
度改革の方向性,等 を盛 り込んでいる。
*33中 国(海 南)改 革発展研究院農村土地使用権 立法研 究課
題組編,前 掲書。




つい ての国際研 究討論会の報告 集 と して読 むこ とが で き
る。
*35ゴ チ ック字体 で示 した中改院の見解 につ いては,と くに
遅編,前 掲 『中国農民的期胎』第一篇総論部分を参照 され
る と便利である。
*36中 改院 「土地流転遭遇u強 暴"」2001年8月7日。
http://www.chinareform.org.cn/cgi‐bin/BBS‐
Read.asp?Topic‐ID=666
*37杜 潤生 「尊重和保 護農民的土地権利」遅編,前 掲 『走入
21世紀的中国農村土地制度改革』。
この論考 は,以 下の 『漸江農業信息網』に も掲載 されて
いる。
http://www.zjagri.gov.cn/zjagri/nctd/60802.html












*45中 改院,前掲 「土地流転遭遇u強 暴"」。
*46責 任 田とは,請 負制の規 定に基 づいて管理 ・経営す る耕
作地を指す。 また,口 糧 田 とは,人 口数に応 じて配分 され
る耕作地を指す。
*47国 務 院 「関干実 行分税制財政管 理体制 的決 定」(1993年
12月)。
この国務 院の通達に よって,1994年,財政請負制 に代 え
て分税制が導入 された。その さい,農 業 関連税は地方税 に
分類 されるようになった。農業関連税の税率や税額は,税
目によって異 なるが,中 華人民共和 国財務部 によって上下
限が定め られ,徴 税者 であ る地方政府がその範囲内で税率
や税額 を決定す る仕組みになっている。ちなみ に,現 在の
現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果 一81一
税額 と税率の一一部 を紹介す る と,農 業税 額は,1畝 あた り
平均 生産 量 ×請 負 耕作 地面 積 ×税 率8.4%(うち付 加 税
1.4%)で計算 される。農業特 産税額は,特 産物収 入x所 定
税率で決 まるが,税 率 は特産物の内容に よって大分 開 きが
ある。最高税率は,乾 燥葉煙草の31%,最 低税率 は,瓜 科
果 物 や蚕 繭 の8%で あ り,平 均 す る と13.3%程度 に な
る。
*48蒋 永穆 『中 国農 業支持 体 系 論』四川 大 学 出版 社,2000
年,339頁。
*49現 代中国政府は,ア ジア金融危機の影響 を最小限で 回避
し,ま た 国 内 に お け る デ フ レ経 済 の 進 行 を 阻 止 す べ
く,1990年代後半か ら毎年連続 して積極財政政策 をとって
いる。 この積極財政政策は,大 量 に発行 された国債が原資
となってお り,国 家財政赤字額 を大 き く膨 らませ る結 果を
招 いているのである。
*50国 家統 計局 『中国統計 年鑑』(2001年版)中 国統 計出 版
社,2001年,260頁。
ここでい う農産物価格補填額 とは,食 糧 ・綿花 ・油糧作
物価格補填 額と肉食品価格補填額の合計である。
*51前 掲 『中国統計年鑑』(2001年版),366頁。
ここでい う農業生産総額 とは,農 業生産額 と牧 業生産額
の合計である,,農産物価格補填額については,注50を 参照
されたい。
*52劉 守英 「改 革以 后的 中国 農村地権 状 況及 相応 的 政策 考
慮」遅編,前 掲 『中国農民的期目分 長期而有保障 的土地
使用権』。
*53劉 守英 「中国農地集体所有 制的結構 与変遷」遅編,前 掲
『走人21世紀 的中国農村土地制度改革』。
*54劉 守英 「中国農地集体所 有制的結構与 変遷」遅編,前 掲
『走入21世 紀的中国農村L地 制度改革』,106頁。
*55石 川賢作 「中国農村 にお ける 『集 団所 有制』一 一農地の
所有者は誰か」愛知学 泉大学経営研究所 『経営研 究』 第13
巻第3C7,2000年3月。
注 ユ3では,農 村の 「土地所 有権」は集団にあることが現
行 「憲法」第10条 第2項 で規定 されている と述べた。 しか
し,こ のこ とは,農 業集団組織 と村 民委員会が 農村の土地
を処分(売 買)す る権 利 を有 してい る とい う意味 では な
い。石川が整理 ・検討 してい るように,現 代 中国の実態 に
即 していうならば,「土地所有権」は国家 にあ り,土 地管理
権限のみが集団にあるといわなければならないだろ う。299
戸の農家が 「L地所 有権」は国家にある と認識 していた と
いうこの土地制度調査の結果 は,あ る意味真実である とい
えようO
*56張 継 焦 『市 場 化 中 的 非 正 式 制 度』文 物 出 版 社,1999
年,160頁。
*57秦 慶武 『中国農村組織与制 度的新変遷 農村 新型合作
経済発展探索』中国城市出版社,2001年,24頁。
*58中 改院 「農村土地使用権立法的建 議(15条)」(王景新 執





この建議で は,「(中華 人民共和国)農 村土地使用権 法」
の制定を提言 している。その内容 には,「農村土地使用権」
を 「物権」と して位置づけ,最 終 的には 「土地所 有権」 ま









*61「機動地」 とは,将 来の人口増加 に備 えて,農 民 に分 配せ
ず に保留 してい る耕作地を指す。
*62「土地管理 法実 施条例」に は,都 市 と農村 の 「土 地使用
権」 に関す る若干の規定がある。 しか し,そ の内容 は,行
政による 上地管理 の遂行 とい う同法の 目的 を超 える もので
はない。全体 としてみる と,行 政が土地利用者にたい して
課 した規 則集ということがで きる。同法 は,残 念なが ら,
「農村土地使用権」 を 「財産権」 と して保障 して くれ る法律
ではない といわざるをえない。
また,「中華人民共和 国刑法」に も,「農村土地使 用権」
に 関係 した 条文が3条 ある(第228条,第342条,第410
条)。しか し,こ れ らの条文 も,「農村土地使 用権」 を 「財
産権」 と して保障する ことを 目的につ くられてはいない。
第228条は,不 当な利益 をむさぼることを目的 にした違法
な 「土地使用権」の譲渡 と転 売にたいす る刑罰,第342条
は,土 地管理法規に違 反 した耕作地 の転用や破壊 にたいす
る刑罰,第410条 は,国 家機関の役人に よる土地管理 法規
に違反 した諸行為 にたいする刑罰である。
*63杜 潤生 「農村股イ分合作制 的幾点思考」『戦略与管理』1994
年第2期(本 稿では,中 国人民大学書報資料社編印復印報
刊資料 「農業経 済』1995年第3期 を参照 した)。
*64渠 ,前 掲論文。
山東省潤博市周村区の方法 と全国へ の普及についての記
述 は,渠 論文に よっている。
追記 本稿脱稿 後の2002年1月,中 改院 の ウェブ ・ペ ー ジに
「農村 土地請負法(草 案)」に関する柳 随年の発言が掲載 さ
れた(中 改院 「柳 随年 委員在研討会上的講話」2002年1月
23日,http:〃WWW.chinareform.org.cn/cgi‐bin/
BBS_Read.asp?Topic_ID=962)。本稿執筆 中には不明確 で
あった2点 が明 らかに されているので,簡 単に触れてお き
一82一 現代中国における 「農村土地使用権」の設定とその効果
たいQ
ひとつ は,「農村土地請負法(草 案)」は,残 り2回 の審
議 を経て,今 年8月 に成立 され る可能性 がでて きたこ とで
ある。 もうひとつ は,「農村土地使用権」 を 「物権」 として
位置づ けるか 「債権」 として位置づけ るかに関 して,そ れ
が 農家 間で取引 され る場合 には 「物権」的扱 い,そ うで な
い場合(農 業集団組織や企業 との取引を想定 している と思
われる)に は 「債権」的扱 い を受ける ことに落ちつ くらし
いことである。
本稿は,神奈川大学共同研究奨励助成金(「市場経済のグ
ローバル化」の諸相 と諸問題に関する研究)に よる研究成
果である。
